
JIPDEC ξヌ章三・ナルNOe34

・香1

● 1レ

Z
弓

・禦

ー

●

ト

司;

L

ノ

ー

ノ

夕

●昭和53年 度情報処理関係施 策

●昭和52年 度事業報告

●昭和52年 度事業報告書の概要

●第7回 研究奨励金交付対象決 まる



へ JIPDECジ ャー ナルNo.34目 次

ごあいさつ 〈新会長 ・上野幸七〉

渓 説i昭 和53年度櫟 処醐 係鹸

通商産業省における情報処理関係施策I

H

皿

昭和52年 度事業報告

1

郵政省における情報処理関係施策

行政情報処理の推進について

2

8

12

16

22

30

36

38

39

.●

昭和52年 度調査研究報告書まとまる

第7回 研究奨励金 ・報奨金交付対象決まる

く会員サロン〉地方公共団体の情報処理促進に携 って

情報処理研修センター講座案内

JIPDECだ よ り

』 ・』 、、 ・ 己 ,_⊇▲.



ご あ い さ つ

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 上 野 幸 七

当協会は,昭 和42年12月 に設立 され て以来昨

年12月 をもって10年 を経過いた しました。 この

間,わ が国の情報処理に関す る技術の進歩は 目

覚 ましく,現 在では米国に次 ぐ情報処理先進国

となってお ります。

当協会 もわが国の情報化にいささかな りとも

お役 に立 てま したことは皆様のご支援,ご 協力

の賜 と深 く感謝する次第でございます。

さて,現 在わが国 をとりま く環境は非常に厳

しいものが ございます。世間では カタス トロフ

ィ,逆 転 の発想,不 確実性 の時代等 さま ざまな

呼び方 をしてお りますが,こ の混迷の時代 こそ

さま ざまな意志決定のためにはよ り的確 な情報

の選択が不可決であ ります。 このことは取 りも

直 さず情報処理技術への依存度がますます高 ま

ることであ り,そ の重要性 もまた増 して くるも

の といえま しょう。

私は,こ のたび植村前会長のあ とをお引受け

いたすことにな りま したが,こ の機会をお借 り

して,日 頃感 じてお ります ことを申し述べてみ

たい と存 じます。

第一 に,わ が国はオイル シ ョックにはじまる

エ ネルギー危機お よび資源の有限性 とい う問題

に直面 してお りますが,情 報処理 とい う分野に

おいては物的資源か らの制約は軽微 で あ りま

す。いな,む しろ情報は物に有限性があるのに

対 し無限である といっても差 し支 え あ りま せ

ん。他産業におきま しては,新 技術の払底が成

長阻害の一要 因 と考 えられ てお りますが,そ の

中にあって,情 報処理技術は新 しい分野の技術

の一つ としてますますそのニーズと適用の領域

が拡 まって行 くものと思われます。

第二に,情 報はそれ だけで独立 した もの とし

ては存在 し得 ません。物 と密接不可分であ り,

物の世界 の裏打ちのない情報は情報 としての価

値がない といっても過言ではあ りません。情報

のみの価値は無にひ としいもの といえます。従

って情報の社会におきまして も費用対効果は常

に追求 され るべきであ ります し,そ のための努

力 を怠 ってはな らない と思います。

第三に,情 報問題 は文化 とのかかわ り合 いが

深 い とい うこ とです。情報のあ り様は文化のあ

り様 と密接 であ り,情 報問題 の倫理のあ り方 も

文化一般 と別 もの とは考え られません。

従 って情報問題 を考 えるに際 しては常にその

文化的側面 との係 りあい を見つ める必要がある

と思われます。

第四に,情 報産業 はいわば第四次産業 とも位

置づけ られ ま す。他産業(第 一次～第三次産

業)構 造 にどん な影響 を与えるか,ま た どんな

役割 を果たすべ きかを研究 して行 く必要がある

と思われ ます。

以上 を頭 におきま して私は私共が置かれてい

る立場 をもう一度 よく認識 し,わ が国の情報化

について時によっては積極果敢 な姿勢 をもって

諸問題の解決 に当ってまい りたい と存 じます。

つきま しては,各 界各位のなお一層のご支援

ご協力を賜 ります ようお願い申し上げます。

1
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修昭和53年度情報処理関係施策

1 通商産業省における情報処理関係施策

通商産業省機械情報産業局電子政策課

1.施 策 の位 置 づけ

当省が行 う情報処理施設の日的は,一 つには,国 民生

活 ・福祉の向上を図るための産業 ・社会 ・生活等各分野

での情報化の推進であ り,一 つには,省 資源 ・無公害 ・

高付加価値型産業の典型であり,わ が国産業構造高度化

を果すうえでの戦略産業であるとの位置づけがなされて

いる情報産業の振興である。

このため,こ れまで

① 産業構造審議会情報産業部会及び情報処理振興審

議会における情報化及び情報産業のあり方,な らび

にこのための施策のあり方等についての基本方針の

策定

② ハー ド,ソ フト両面にわたる技術の開発,販 売流

通促進等経営基盤強化のための財政,税 制措置

③ 国民の福祉向上と新 しい産業分野の創出をめざす

社会システムの開発 ・普及

④ 情報処理技術者の育成,情 報化の啓蒙等の情報化

のテこめの基盤整備を四つの大 きな柱 として政策の展

開を図って きている。

2.今 後の展望

昭和50年12月 の電子計算機についての資本,輸 入の完

全自由化及び,51年4月 の情報処理産業についての資本

の100%自 由化以後2年 を経過 しているが,こ の間,大

きな混乱 もな くまた電子計算機の国産化比率 も米国以外

の先進国中唯一過半を占める水準を維持 し,産 業の地力

がついてきていることを窺わせるが,最 近に至 り新たな

諸点即ち

①IBM社303Xシ リーズの発売 と在来機種の大幅

値下げ

② 関税の前倒 し引下げと米国の追加引下げの要求

③ 定着化 した円高基調

④ 市場の成熟に伴いリプレース需要が主流を占めて

きてお り,需 要増加速度が鈍化 していること,等 の

要因によ り,内 外メーカによる安値指向型の厳しい

市場状況を現出させている。

このため,国 内企業は経営の合理化を一層図るととも

に,一 方では今後の成長の源泉 となる技術開発努力を継

続 させる必要があり,的 確な対応を迫られる時期に来て

いる。また最近 こうした状況を踏まえ国際的展開を図る

動 きも活発化 しており,多 面的対応が始ま りつつあるこ

とが窺えるが,政 府 としても,新 市場の開拓,市 場の適

正な維持等新たな政策の検討が急がれるところである。

情報処理産業の面では,技 術面を中心に内外格差が大

きく存在し,今 後の機械の複合化,シ ステム化を一段 と

強力に進めていく,機 械情報産業政策の観点からも,ソ

フトウエア業がソフト機能の向上の中核的担い手たる産

業として育成が急がれている。このため53年3月 末で期

限切れとなった特定電子工業及び特定機械工業振興臨時

措置法にかわる新法である特定機械情報産業振興臨時措

置法の振興対象業種として,ソ フトウエア等が指定 され

ており,強 力な政策展開を期 しているところであり,そ

の他広 く情報産業の現状を的確に認識 しながら産業の成

長発展を促進してゆ く必要があると考 えている。

社会システムの分野では,モ デルシステムの研究開発

だけでな く,シ ステム普及促進のための体制整備の確立

が重要な検討課題となるものと思われる。

情報化の基盤整備は今後 きわめて重要となる分野と考

えられ,中 でもユーザのコンピュータ利用の高度化 ・効

率化促進等ユーザサイ ドからの政策展開の必要性の認識

が高まっている。また,プ ライバシー保護,コ ンビュー

一2一
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タの安全対策等 も重要課題 となっている。 (単位:百 万円)

3.53年 度施策の概要

当省が行 う情報処理関連施策は,前 出の四つの政策の

柱を背景 として具体的には,

①電子計算機産業の振興と技術開発の促進

②情報処理産業の振興と情報処理の高度化

③情報化の推進 と社会システムの開発

④ユーザ保護対策

⑤情報化の基盤整備

⑥中小企業の情報化促進

⑦行政情報処理の推進

等の項目に分類できるが,53年 度におけるこれ ら諸施

策の概要は次のとおりである。

(1)電 子計算機産業の振興と技術開発の促進

① 次世代電子計算機用超LSIの 開発促進

(単位:百 万円)

籠 籍1前 轍 比較増△減

項 目 悸 ㌶

日本電子計算機㈱の レン
タル資金確保 のための開
銀融資

一

、
『 一　 一一

56,000

の う ち

電子計算機産業の構造改
善のための開銀融資

ソフ トウエア開発促進 の
ための開銀融 資

1前年斗 鯛 △織

目

4,000

項

次世代電子計算機用大規
模集積回路開発促進費補
助金

10,052 8,640 1,412

世界市場の60%を 占めるIBMで は,現 在の370シ リ

ーズ,303Xシ リーズの後継機 として,価 格性能比を格

段に向上 させ,ソ フトウエアや周辺端末装置にも革新的

な技術を盛 りこんだ次世代電子計算機,通 称FS(Fu-

tureSystem)の 開発を進めており,1980年 頃に登場す

ると考えられている。

わが国電子計算機産業の自立 と定着を図るためには,

早急にFSに 対抗 しうる機種を開発する必要があり,特

にその技術的中核である現在のLSI(大 規模集積回路)

をさらに高密度,高 速度化した超LSIの 研究開発は,

大規模かつ リスクの大 きい事業であることから,ナ シ ョ

ナルプロジェク トとしてこれを強力に推進す る こ と と

し,昭 和51年 度に超LSI開 発促進費補助金制度を創設

し,技 術研究組合に対 し補助金 を交付しその開発を進 め

ている。

現在研究は順調に推移 してお り,新 しい電子 ビーム露

光装置の開発等に結実 しつつあり,超LSIに 係 る特許

の出願 も53年3月 末現在150件 にのぼっている。

② 電子計算機振興のための開銀融資

3

強力な資金力,販 売力を有するIBM等 の米国系メー

カに対抗してわが国電子計算機産業の自立 と定着を図る

ため,経 営体質の強化に資する販売力の強化,構 造改善

の促進,ソ フトウエアの開発に対する開銀融資の拡充強

化を図っている。

(i)日 本電子計算機㈱のレンタル資金確保のための開

銀融資

電子計算機の販売は,IBM社 によって導入 されたレ

ンタル制度が主流をな してお り,ユ ーザにとっては,購

入時の巨額の出資を分散で き,技 術革新のテンポが早 く

マシンの陳腐化を防 ぐための買換えが可能であ り有利で

あるが,半 面メーカにとっては,費 用はすでに発生 して

いるにもかかわらず,収 入はレンタル料 として長期に入

って くることとなり,販 売資金の負担はきわ めて 大 き

い。 このため,昭 和36年 に,通 産省の指導の下に,国 産

メーカの共同出資により,日 本電子計算機㈱が設立 され

て以来,メ ーカに代ってレンタル資金の手当てを行って

いる。

(ii)電 子計算機産業の構造改善のための開銀融資

電子計算機産業の企業経営基盤を強化するため,国 産

メーカ6社 は,新 機種の開発を通 じて業務提携等により

体制整備を図っているが,本 制度は金融面から体制整備

を促進する目的をもって昭和47年 度から開銀融資を行 っ

ているものであり,こ れを一層促進するため引続いて融
、

資を行う。

(iii)ソ フトウエア開発のための開銀融資

情報処理コス トに占めるソフトウエアの比重は今後ま

すます高まると予想 されており,先 進的,良 質なソフト

ウエアの開発を促進する意義はきわめて大 きい。 このた

め電子計算機 メーカ及びソフ トウエア企業に対 し,ソ フ

トウエア開発及び情報処理技術者の教育研修のために必
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要な電子計算機,建 物,土 地及びこれ らの付帯設備につ

いて融資を行う。

③ 電子計算機買戻し損失準備金制度

電子計算機メーカは,日 本電子計算機㈱(JECC)

を通 じてレンタルを行っているが,ユ ーザからレンタル

・バックが生ずるとメーカはその時点の残存簿価でJE

CCか らレンタルバック機を買戻すこととなる。 ところ

が残存簿価の中には資産価値のない間接経費や利益が含

まれてお り,下 取機の残存簿価と実際の資産 との間に大

きな差があり,メ ーカに下取損失が発生する。

このような損失に備えるため,売 上の一定割合(当 初

43年度10%,45年 度より15%,47年 度より20%)を 準備

金 として積み立てることが認められてきたが,53年 度に

は,過 去の実績を勘案した積立率によることが 認 め ら

れ,企 業経理の適正化を通 じて企業体質の強化を図って

いる。

④ 宙子計算機の特別償却制度及び固定資産税の軽減

措置

コンピュータユーザが買取によってコンピュータを導

入する際の負担軽減をはか りもって普及を促進するため

の制度であり,45年 度に創設 され53年 度においては初年

度5分 の1の 特別償却を認めている。

また国税上の特別償却制度に対応 して地方税において

も固定資産税を軽減 しており,53年 度においては取得後

3年 間取得価 格の6分の1の軽減を行 うこととしている。

⑤ パターン情報処理システムの開発

(単位:百 万円)

(2)情 報処理産業の振興と情報処理の高度化

① ソフトウエア生産技術開発計画の推進

(単位:百 万円)

項 目 鶉 劃 前段 峰 増△減i
ソフ トウエア生産技術開

発特 別委託
1,112 850 262

テ

ロ

ス
プ

シ
型

理
大

処
(

報
費

情
究
)

ン
研

ト

一
発

ク

タ
開

エ

パ

ム
ジ

覇 劃 前轍1比較増刷

ソフトウエア開発コスト増大のなかで,ソ フトウエア

の生産性向上のため努力が強 く求められている。

本計画は,こ うした状況の もとで,日 米間のソフトウ

エアギャップの解消を目標 として現在手作業に頼ってい

るソフトウエア生産を,プ ログラムモジュールの編集 ・

組立てにより自動的に作成する方式に切 り換 え,プ ログ

ラム生産性の飛躍的向上,信 頼性の増大等を図るため,

情報処理振興事業協会による委託研究を昭和51年度から

開始 しtcものであり,53年 度は本制度の拡充を図る。

② 情報処理振興事業協会運営費補助

(ソフ トウエア生産技術開発を含む)

(単位:百 万円)

項 目 籠 割 前年割比較増△減

情報処理振興事業協会運営費補助金(
ソフトウエ

ア生産技術開発を含む。)
2,279 2,048 241

電算機利用の推進を図るためソフトウエアの開発及び

普及の促進,情 報処理サービス企業等の育成に関する事

業を実施するための機関 として 「情報処理振興事業協会

等に関する法律(昭 和45年 法律第50号)」 に基づ き45年

10月 に設立されナこ「情報処理振興事業協会」(IPA)

に対して先進的汎用プログラムの委託開発,買 上げ及び

貸付に要する経費について補助を行 う。

③ 情報処理振興金融措置

(単位:百 万円)

項 目 霧 割 前轄 已 増△

41年度から45年度にかけて推進してきた超高性能電子

計算機の開発に引 き続 き,46年 度か ら,文 字,図 形,物

体,音 声等のパターン情報を直接入力,認 識,処 理,出

力できる新 しい世代の電子計算機システムとして,大 型

工業技術研究開発制度(通 称 「大型プロジェクト制度」)

にのっとってパターン情報処理システムの研究開発を行

っており,53年 度においても引 き続 きその開発を推進す

る。

情報処理振興金融措置 8,00011,000△3,000

4

本措置は,資 金運用部の金融債引受けを見 返 りと し

て,長 期信用3行 が融資を行 うものであり,IPAの 信

用保証業務と一体をなす ものである。当初51年 度限りの

臨時特例措置となっていたが,引 き続 き情報処理産業の

基盤強化を図ってい く必要性から,52年 度以降3年 間の

延長が行われており,53年 度においても適切な運用を図

るうえで必要な資金確保を行っている。

●
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融資対象事業は(i)情 報処理サー ビス業,ソ フトウエ

ア業については,事 業活動の効率化に寄与する電子計算

機購入,技 術面上等に資するプログラムの開発,情 報処

理技術者の教育 ・研修,オ ンライン情報処理サービスの

開始等であり,こ れ以外の事業者にあっては,生 産性の

向上,情 報管理の高度化,業 務活動計画の策定その他事

業活動の効率化に寄与する先進的なプログラムの開発と

なっている。

④ プログラム保証準備制度

本制度は,ソ フ トウエア企業の経理の健全化を目的と

してプログラム補修費用の事前の積立てを認め,経 営の

安定化を図る制度であり,47年 度から実施されている。

53年度においては,従 来のプログラム売上げ の2%か

ら,補 修費の実績等による積立てが認められ制度の充実

が図られている。

⑤ 情報処理技術教育研究費の税額控除制度

情報処理技術者の量的質的不足に対処し,緊 急にその

養成を図るため,企 業が情報処理技術者育成のため投下

した経費の一部税額控除を認めている。

(3)情 報化の推進と社会システムの開発

① ヘルスケア ・ネットワーク ・システムの開発

康 管 理 デー タの一 元 的 利用,高 度 医 療 資 源 の 共 同 利用 を

図 り,地 域 全 体 と して の医 療 の 高 度 化,合 理 化 を 実現 す

る こ とが で き るヘ ルス ケア ・ネ ッ トリー ク ・シス テ ムを

1用発 す る。

② 生 活 映 像情 報 シ ス テ ムの 開 発

(単位:百 万円)

項 ー「

撃㌶1前 轍 此灘 △減
`生活映像情報 システ ム開

発費
39 439△400

(単位:百 万 円)

項 目 霜 覆 前年川 比較増△減
ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー

ク ・シ ス テ ム開 発費
192 (440) (△248)

(注)52年 度 までは 「医療情 報 シス テム開発費」 として計上。

高度福祉社会の実現をめざすわが国に とって,医 療問

題は深刻かつ重要な課題 となってお り,一 方で国民の医

療需要が増大 していく中で,医 療施設の不足,救 急医療

の立遅れ,予 防医学の立遅れ,医 療費の急増等解決すべ

き問題は多い。 この問題の解決を図るうえでコンピュー

タと新 しい医療機器からなる医療情報システムの開発導

入が有効であ り,欧 米各国においても多額の研究開発投

資が行われている。 このような観点から49年度か ら通産

省,厚 生省は協力 して医療情報システムの開 発 に 着 手

し,52年 度までに,主 として病院や健診センターの自動

化合理化を促進するための各種システムを開発 したが,

53年度か らは,病 院,健 診センター,検 査センター等の

各種の医療機関を結合 し,高 度医療情報の共同利用,健

5

地域コミュニティの形成,個 人の選択的情報取得,生

涯教育等市民 として,真 の豊かでゆとりのある生活を実

現するための条件を充足する新 しい形の情報システムが

待望されている申で,本 システムの開発は欲する情報 を

欲する時に欲する所でわかりやすい形で双方向で提供す

ることを目標として,コ ンピュータ,映 像機器 と家庭映

像端末装置を光伝袋路によって有機的に結合する方式で

そのシステムの実現を図っている。具体的には,テ レビ

再送信サービス,自 主放送サービス,リ クエスト動画サ

ービス,リ クエス ト文字画サービス等により,教 育,教

養,娯 楽,趣 味,保 健,福 祉,シ ョッピング,交 通,公

共機関告知等の地域社会生活に密接 した広範な情報を提

供するものである。

このような映像情報システムは,生 活の場に密着 した

システムであり,実 際の生活の場における長期の十分な

るアセスメントを必要とするものであるため,現 在奈良

県東生駒地区をモデルタウンとしてシステムの開発を進

めており,53年 度においてシステムの評価を行 う。

③ 省 エネルギー都市機械 システムの開発(新 規)

,(単 位:百 万円)

項 目 悸 ㌶1前 轍 比較増△減

省エ ネルギー都市機械 シ
ス テム開発調査費

9 0 9

人 目の都市集中によってもたらされる様々な都市問題

についてその解決を図 り,快 適な都市生活を回復 ・創造

する必要に迫られている。特に都市におけるエネルギー

消費,水 使用の急速な増大が,電 力,ガ ス,上 下水道等

の生活の基盤 となるサービスの供給を上まわ り,都 市生

活の維持を困難 とすることを避けるため,都 市施設のエ

ネルギー節約等の効率化を早急に図る必要がある。ソー

ラーハウスや廃棄物処理等を含めた地域エネルギーセン
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歩一とエネルギー,水,物 流等を搬送するIUC(都 市シ

ステム集積回路)等 を結合した省エネルギー都市機械シ

ステムはこの要請に応え得る社会システムとして注目さ

れてお り,本 調査は2年 計画で,都 市機械 システム化に

伴 う各種エネルギーの相互転換技術,排 熱の有効利用,

各種都市施設の統括的収納技術などの研究開発を推進す

るものである。

④ 貿易情報システムの開発

(単位:百 万円)

項 目

巨 情報システ・醗 費 響
度
額

3

年

算
53
予

3

電子計算機の導入,貿 易書式 ・コードの標準化等によ

り,急 速に増加す る貿易関係業務の円滑な処理を図るた

め,関 係省庁 と協力 しつつ,貿 易取引に関連するアプリ

ケーション ・システム,サ ポーティング ・システム等の

調査,開 発を50年度より開始してお り,そ の継続研究を

行 う。

⑤ 情報システム化促進のための開銀融資

(単位:百 万円)

項 目 謬 割 前年割比較増⇒
情 報 システ ム化促進のテこ
めの開銀融資

56,000

の うち

その他枠
の うち

一1

国民生活の向上,高 度福祉社会実現のため,一 層充実

が望まれるオンラインを利用したシステムおよび,医 療

・交通 ・防災 ・生活環境等の諸問題の解決に資す る社会

性の高いシステムの導入等に必要な設備資金につき融資

を行 う。

(4)ユ ーザ保護対策

① システム監査士制度創設のための調査研究

(単位:百 万円)

項 目 雑 劇 前年劇比較増△減1
システム監査士制度創設
に関する調査研究費

5 6 △1

与えるシステム監査士の養成を目指し,制 度創設に関し

て調査研究を行 う。

② 電子計算機利用に関する安全対策

電子計算機による情報処理が普及 し,そ の取扱い量の

高度化 ・増大化にともない大量の情報が記憶蓄積 され,

必要に応じて検索 ・処理されるようになり,社 会生活,

活動に貢献しているが,反 面企業秘密の漏洩,プ ライバ

シー保護問題あるいは,火 災事故等による業務の停止等

の社会に与えるマイナス効果を生む危険性 もますます増

大する傾向にある。

このため,当 省 としては,安 全対策の基準の検討を進

め,52年4月 に 「電子計算機システム安全対策基準」を

策定公表し,そ の普及に努めている(予 算措置ソフ トウ

エア等の安全対策百万円)。また,情 報処理サービス企業

等の機密保持の実態等を明らかにした台帳を作成 し,ユ

ーザの閲覧に供することによりその外注先の選択を容易

にするとともに,業 界全体の機密保持水準の向上を図る

(予算措置情報処理サービス企業等台帳の作成百万円)。

(5)情 報化の基盤整備

① 情報処理技術者試験の実施

(単位:百 万円)

項 目 霧 劉 前年司比較増△減

情報処理技術者試験実施費 57 52 5

情報化社会の健全な発展を図るためには優秀な情報処

理技術者の育成確保に努める必要がある。 このため,「

情報処理振興事業協会等に関する法律」に基づ く情報処

理技術者試験を実施している。

② 情報化週間の実施

(単位:百 万円)

項 目 箪雛1前 年度1比較増△減1

情報化週間実施 1 1

会計処理がコンピュータを導入 して行われ て い る現

在,商 法,証 券取引法に基づ く公認会計士監査において

は,コ ンピュータで処理されている部分がブラックボッ

クス化 し,監 査業務を困難にしている。このためこうし

た会計処理システム自体の信頼性をチェックし,保 証を

情報化社会への円滑な発展を図ってゆ くためには,わ

が国情報処理の高度化を促進 しつつこれとともにひろ く

国民各般の理解と関心を深め情報化の進展に即応 した正

しい知識を普及させていくことが必要であ り,こ のため

47年度以降情報化週間を実施してお り,53年 も情報処理

に関する各種行事を10月の第1週 に開催する。

一6一
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③ 各種調査の実施

(単位:百 万円)

項 目 隅 ㌶|前 句・劇 比較増△減

情報処理実態調査116117△1

電子計算機納入下取調⇒ ・1・1

情 報 ネッ トワー ク形成調
査

2 2 一

情報処理技術者問題の総
合調査(新 規) 2

　

1
012

1

業種別システ・化調査 ・1川

中小企業の記帳機械化を促進するナこめ,商 工会議所等

に対 して,そ の電子計算機 レンタル料の一部を都道府県

を通 じて補助する。

③ 電子計算機システム安全対策促進のための貸付制

度(新 規)

(単位:百 万円)

項 目
P㌶1前 年川此蜘 △減

電子計算機 シス テム安全
対策促進のた めの貸付制
度(中 小公庫)

2,500 0 2,500

当省では,情 報化ならびに情報産業について種々の調

査を行い,的 確な行政対策を図っている。新規に開始 し

た情報処理技術者問題の総合調査は,情 報処理技術者に

係る需給ギャップ,高 年齢化等の問題を総合 的 に調 査

し,対 応策の検討を行い情報処理産業の健全な発展に資

するものである。

(6)中 小企業の情報化促進

① 情報化推進標準モデルシステム設計研究(新 規)

(単位:百 万円)

項 目 53年 度
予 算 額 前年剛 比鯛 △減

情報化推進標準 モデル シ
ステ ム設計研究 5 0 5

前述の 「電子計算機システム安全対策基準」に基づい

て,行 った安全対策の実施に係る資金を中小公庫から融

資する制度を53年度より実施 してお り,安 全対策の普及

を図っている。

(7)行 政情報処理の推進

① 省内情報処理の推進

(単位:百 万円)

項 目1塁 ㌶1前 年畔 較増△減1

省内情報処理の推進 3,956 3,290 666

中小企業におけるコンピュータ導入はオフィスコンや

ミニコンの急激な発達によ り増加 しているが,技 術的問

題,管 理的問題 も含めてその有効利用は必ずしも十分 と

はいえないので,コ ンピュータを導入 している中小企業

者の利用実態を調べ,有 効活用例を事例集 として作成す

る。

② 商工会議所等への電子計算機導入の促進

(単位:百 万円)

省内電子計算機による各種業務の情報処理の推進及び

タイムシェアリングシステムの拡充,政 策情報システム

の開発等を行 う。

② 政府共通の電子計算機利用技術の開発

(単位:百 万円)

項 目1鞭 劃 前 年 剛 比較増△減1

各省庁共通電子計算機利
用技術の研究開発

63 65 △2

黙 襲{前轍 峰 増△減1

リソースシェアリングシステム,文 字情報システム等

各省庁に共通する電子計算機利用技術の調査研究及びシ

ステム開発を推進する。 ・

項 目

商工会議所等への電子計
算機の導入促進

104 88 16
、

一7一
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〉昭和53年 度情報処理関係施策

II 郵政省における情報処理関係施策

郵政省電気通信監理宮室

郵政省の行う施策の概要

経済の不振が続 く中で,電 気通信回線に電子計算機を

接続 して行 うデータ通信は着実な発展を遂 げつつある。

これをデータ通信システム数でみると,昭 和52年3月 末

で2,057シ ステムと前年同期に比べて39%の 伸びを示 し

てお り,ま たデータ通信により情報処理 ・情報提供サー

ビスを提供 している情報通信業 者は電電公社 ・国際電電

のほか昭和51年12月 末で54社,そ の売上げ高は電電公社

・国際電電を含めて約850億 円に達 し,米 国に次 ぐ市場

規模を持つに至っている。一方,昭 和51年4月 に実施さ

れた情報処理産業についての外資導入の自由化の結果,

わが国の業界 も熾烈な競争に直面 しつつある。

このような中で,郵政省は,通信を主管する立場から,

通信関連産業全般(放 送,電 波,CATV,電 信 ・電話,

ファクシミリ及びデータ通信な ど)に 対し,公 共の福祉

の増進を目途 として,所 要の規律,監 督,助 成及び振興

等の措置を講 じている。

これらのうち情報処理関係施策 としては,

① データ通信の振興

② 各種情報システムの調査開発等

③ 関連電気通信技術の研究開発

④ 基盤整備のための各種調査等

⑤ 省内情報処理の推進

を挙げることができるが,昭 和53年 度におけるこれら施

策の概要は次の とお りである。

1.デ ー タ通信 の振 興

(1)情 報通宿業の基盤整備

わが国の情報通信業が当面している問題は数多い。 日

8

米 間 の ソ フ トウエ ア ・ギ ャ ッ プ,資 本 調 達 力 や マ ー ケ テ

ィン グ,セ ー ル ス,メ ン テ ナ ンス体 制 のぜ い弱 さな ど供

給 側 の問 題 の ほか,外 注 マ イ ン ドの低 さな ど需 要 側 の問

題 もあ り,ま た市 場 全 体 が コ ン ピ ュー タ ・メ ー カ主 導 型

とな って い る問 題 も抱 えて い る。 さ らに,米 国 の有 力 な

情 報 通 信 業 者 が相 次 いで わ が 国 に進 出 しつ つ あ る。

この よ うな 現 状 にか ん が み,郵 政 省 として は,情 報 通

信業 の よ り一 層 の発 展 を図 り,も っ てわ が国 の 情 報 化 を

促 進 す るた め に,法 制 等 の整 備,技 術 開 発 の 推 進 等,広

範 囲 か つ 長期 的 な 立 場 か ら具 体 的 な措 置 を検 討 して い く

こ と として い る。

(2)汎 用 コ ン ピ ュー タ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン,ネ ッ ト

ワ ー ク ・プ ログ ラム の 開 発

異 機 種 電 子 計 算 機 相 互 間 の通 信 及 び異 機種 端 末 か らの

ア クセ ス を可 能 とす るた め の 「汎 用 コン ピュー タ ・コ ミ

ュ 三 ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワー ク ・プ ログ ラ ム」 の調 査 開

発 を行 う。 これ は,具 体 的 に は コ ン ピ ュー タ ・コ ミュ ニ

ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワ ー クの 各 レベ ル にお け る通 信規 約

(プ ロ トコル)を 標 準 化 し,そ れ に基 づ くプ ログ ラ ムの

開 発 を行 う こ とに よ り,異 機 種 間通 信 を可 能 に し よ う と

す る もの で あ る。

特 に,こ の う ちの プ ロ トコル に つ い て は,コ ン ピュ ー

タ ・ネ ッ トワー クの プ ロ トコル と して,民 間 レベ ル にお

い て も各 企 業 ご とに各 種 の ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ ク チ

ャの 申 で 個 別 に設 定 され つ つ あ るが,前 記 開発 調 査 の狙

い は,こ れ らに通 ず る全 体 と しての 標準 化 を 目標 とす る

もの で あ る。 この よ うな標 準 化 は,国 際 的 に もCCITT,

ISOな どの 国 際 機 関 で検 討 が進 め られ て い る。 した が

っ て,ユ ー ザ,メ ー カ及 び 国 際機 関 の動 向 を勘 案 しつ つ

早 急 に上 記 プ ロ トコ ルの 標 準化 を進 め る こ とが必 要 で あ

●
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ると考 えられる。

これは昭和52年度から実施 しているプロジェクトであ

るが,具 体的な開発方法 として,昭 和52年 度 に お い て

は,ま ず民間レベルのネットワーク・アーキテクチャ及

びプロトコルの開発動向の調査及び下位 レベルのプロト

コルの検討を行っナこ。昭和53年度においては,そ の結果

を踏まえ,よ り上位のプロトコルの検討を行 うこととし

ている。

(3)デ ータ通信回線利用制度の整備

データ通信を中心 とする多彩かつ高度なサービスの需

要に対応するため,電 電公社及び国際電電は,高 度かつ

高品質の新 しい交換網サービスを提供することとし,そ

の研究開発に取 り組んでいる。

この新 しいデータ網に関 し,そ の具体的なサービス内

容,利 用料金,サ ービス提供区域,イ ンタフ ェー ス条

件,既 存網あるいは自営設備 との接続など利用制度全般

に関 し,電 気通信体系全体の秩序を考慮 しつつ検討する

こととしている。

(4)電 電公社,国 際電電を通 じての振興

郵政省は,デ ータ通信回線の他人使用,共 同使用等の

認可及び電電公社 ・国際電電によるデータ通信設備サー

ビスの提供の認可を通 じて,デ ータ通信の全体 としての

調和的発展を図ってきた。昭和52年 度においては,新 た

なデータ通信設備サービスとして,「相銀九州システム」

(52年10月 認可)及 び 「千葉県救急医療情報システム」

(53年3月 認可)の2シ ステムを認可 した。

(5)デ ータ保護対策の推進

データ通信の普及発展によ り,国 民の日常生活や企業

活動に多大の利便が もたらされたが,他 方,大 量迅速か

つ容易に取 り扱われている個人や企業等に関する重要な

データが他に漏れたり変更 されたり,消 去 された りする

ことによって,個 人生活や企業活動に支障を及ぼす危険

性が高まっている。

そこでこのような障害の発生を防止し,正 常かつ円滑

な社会生活や経済活動を確保す るための措置を講ずる必

要がある。郵政省 としては,デ ータ通信を所掌する立場

から,デ ータの保護や通信の秘密の確保等のため,鋭 意

検討してい くこととしている。 この問題は,デ ータが国

外に転送 ・蓄積 される場合には,国 内的措置だけでは十

9

分な保護の目的を達することができないので,国 際的な

問題 として対応 していく必要がある。

2.各 種情報 システムの調査開発等

(1)文 字図形情報ネットワークシステムの開発

国民の情報に対するニーズの高度化 ・多様化に伴い,

いつで も,ど こにでも,誰 にでも安 く個別情報を提供す

ることができる新 しい情報流通システムの開発が望まれ

ている。このため郵政省では,電 話 とテレビの高い普及

率に着目し,電 話機からの索引要求に従ってセンタに蓄

積 されたニュース ・買物情報等の文字図形情報を電話回

線 を介してテレビ受像機に表示する文字図形情報ネット

ワーク ・システム(CAPTAINS)を 開発し,昭和54年 度

に東京都内の電話加入者1千 程度を対象に実 験 を行 っ

て,国 民のニーズ,制 度上,経 営上,技 術上の諸問題を

検討する方針を固め,実 験法人を設立するなどの準備を

行 うこととしている。

(2)総 合テ レメータ ・システムの実用化のための調査

開発

郵政省は,重 要施策事項の一つ として昭和48年 度から

5カ 年計画で,農 山村に普及している有線放送電話施設

を利用 して同地域の情報ニーズに適合 した総合的かつ経

済的な電気通信システムを開発 しようとする総合情報通

信システムの開発を行ってきた。昭和52年 度 に お い て

は,最 近問題 となっている水資源と省エネルギーの観点

から,既 存の有線放送電話施設を活用 した自動検針シス

テムと上水道施設などの遠隔監視システムを一 体 と し

た,総 合 テレメータ・システムの運用実験を行い,そ の

結果,こ のよ うなシステムが技術的には十分実用可能な

ものであることが確認 された。

しかし,総 合的なテレメータ ・システムの実用化のた

めには,電 気,ガ ス,水 道の各検針装置を一つのシステ

ムの中に組み込んだものを,各 家庭の加入電話回線を利

用して行 う必要がある。そこで昭和53年度においては,

システムの通信方式の標準化の検討を行い,次 年度以降

は,そ の標準的通信方式をベースとした端末装置の試作

や標準工法の検討,さ らにはこれらの装置を用いて運用

実験 を行 うことにより,電 気通信の効率的利用及び漏水

探知による省資源化等を目指す こととしている。
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(3)生 活情報システムの普及基盤の整備

CATVの 多日的利用の可能性を現実に把握 し,CA

TVに 関する施策の樹、ヒに資するため,昭和48年 度以降,

機器の開発 ・製作,番 組の制作等の準備 を進 め,昭 和51

年1月 から多摩ニュータウンにおいて施設を設置して放

送応答サービス,フ ァクシミリ新聞サー ビス等各種の生

活情報を提供する開発実験を行って きた。開発実験 は昭

和52年 度で一応終了したが,本 年度においては,開 発実

験で得た結果 をもとに,そ のサービスの うち近い将来社

会的に実用化の可能性が高いサービスの事業化の可能性

等を調査し,も って将来の生活情報システムの普及基盤

の整備に資することとしている。

(4)行 政情報通信網関連技術の開発

各省庁が共同で利用する行政情報通信網設立に関する

調査研究の一環として行っているものであるが,昭 和53

年度においては,複 合装置と行政用標準ファクシミリ装

置(ADMIX)を 製造 し,公 衆電話回線を介して実用の

場合 と同じ形態の通信システムによる運用実験を実施し

て,個 々の機器の開発では確認し得なかったシステムと

しての作動 ・機能についての問題点を把握する。

(5)放 送妨害自動監視システムの開発

昭和53年1月,東 京都内の一部の地域で,テ レビの音

声に他の音声が混入 し,テ レビの音声が聴取できなかっ

たという事件が発生 した。郵政省 としては,こ の種の悪

質な電波妨害事件に,迅 速かつ的確に対処できるよ う監

視体制を強化するために,昭 和53年 度か ら,放 送波監視

設備を必要な箇所に設置し,こ れと地方電波監理周覧祝

部 との問を通信回線によって結び,放 送波が妨害を受け

た場合に即時自動的にこれを確認できるシステムの開発

を行 うこととしている。

3.関 連電気通信技術の研究開発

(1)宇 宙通信の研究開発

郵政省は,国 際的な宇宙通信の発展及び将来の国内の

各種通信需要に対処するため,昭 和48年度から実験用中

容量静止通信衛星(CS・ 「さくら」)及 び実験用中型

放送衛星(BS・ 「ゆり」)の 研究開発を行ってきた。

このうちCSは 昨年12月15日 打ち上げられ,同 月24日 に

は予定 どおり赤道上空に静止 させることに成功した。そ

れに引 き続 き,本 年4月8日 にはBSの 打 ち上げに成功

した。昭和53年 度には,こ れ らの衛星によ り各種の実験

を行 うことになってお り,CSで は①衛星通信システム

としての伝送実験 ②電波伝搬における降雨の影響に関

する実験 ③衛星搭載機器及び地上設備の特性に関する

実験 ④衛星管制技術に関する実験等が予定 され て い

る。また,BSで は①テレビジョン信号の伝搬特性に関

する実験,② 電波伝搬における降雨の影響に関する実験

等を行 うこととしている。 このほか,昭 和54年2月 ごろ

打ち上げられる予定の実験用静止通信衛星(ECS)を

利用 して,マ イクロ波及びミリ波の広帯域通信実験を行

うための地上施設についても引 き続 き整備を進めること

としている。

宇宙通信について,こ のように開発 ・実験 が本 格 化

し,新 しい局面を迎 えている今日,宇 宙通信に関する長

期的ビジョンを明らかにして行政を進めてい くことが必

要 となっている。郵政省 としては,将 来における衛星通

信,衛 星放送の社会的 ・経済的ニーズ及び技術開発の可

能性等について,引 き続 き調査を進めるとともに,昭 和

50年代後半に打ち上げられる予定の実用通信衛星及び実

用放送衛星の設置 ・管理 ・運用を一元的に行うための特

別の法律による法人を来年度を目途に設立す る こ と と

し,そ のための準備 を進めてい くこととしている。

(2)情 報処理技術,通 信方式の研究開発

① 自己相関関数の性質を利用することにより,音 声

周波数帯域の圧縮 ・拡大 と,雑 音やひずみの減少を合わ

せて行おうとする音声処理方式(SPAC)に ついて,

今年度はその実用化モデル装置を試作することとしてい

る。

② レーザによる海中情報伝送について,昨 年度は海

中でのレーザ通信の伝送可能帯域幅について水槽実験を

行ったが,今 後は海上での無線通信と組み合わせた海洋

通信システムの研究に取 り組む予定である。

③ 衛星を利用したコンピュータ ・ネットワークにつ

いて も,今 年度は,概 念的な計画をまとめてい くことと

している。

(3)海 底ケーブルシステムの開発

省資源及び経済性を考慮して,外 部導体に従来の銅に

代えてアルミニウムを使用 した高晶質,低 価格の新 しい
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海底ケーブルを開発しよ うとする,新 海底同軸ケーブル

システムの開発は,昭 和50年 度から4カ 年計画で進めら

れている。本年度は,計 画最終年度であり,こ れまで研

究開発 ・試作を行ってきたケーブル,中 継器等を使用し

た現場試験を相模湾において実施 し,シ ステムとして所

期の特性を満足するかどうかを確認すること と して い

る。

4.基 盤整備のための各種調査等

(1)デ ータ通信の実態調査

データ通信に関する諸施策を推進する上での資料を得

るため,デ ータ通信及び情報通信業に関する利用状況,

サービスの提供状況並びに,デ ータ通信サービスに関す

る社会的ニーズの動向等を,総 合的 ・時系列的に毎年調

査 している。

(2)情 報流通の実態調査(情 報流通センサス)

情報化の進展に対応 して,郵 便,電 話,テ レビ,ラ ジ

オ,デ ータ通信など情報流通メディアに関する諸施策を

推進するための資料を得 るとともに,情 報流通統計 とし

て公表 し,広 く各般の需要に応じるため,各 種情報流通

メディアにっいて,情 報の流通量,流 通距離,流 通に要

した経費を毎年調査 している。

(3)電 気通信応用システムの調査

最近におけるファクシミリのめざましい普及,諸 外国

における電子郵便の開発 ・実施等,電 気通信メディアは

ますます多様化する傾向にある。このような傾向は,将

来における通信需要並びに通信の利用態様にも種々の影

響を及ぼす ものと考えられるので,こ れ らの点を調査し

て新しい電気通信の利用システムについて検討する必要

がある。 この観点から,今 年度は昨年度に引 き続 き,最

適な電子郵便システムの在 り方に関する調査を実施する

とともに,潜 在需要層の調査分析を行い,今 後の施策に

資することとしている。

(4)通 信方式の標準化に関する調査

通信方式を統一 し,相 互通信を可能にする施策の一環

として,昨 年度に引 き続 き,フ ァクシミリー分機の通信

方式の標準化に関する調査研究を行 う。具体的には,符

号化方式について圧縮率及び誤 り波及のシミュレーシ ・

ン試験を行い,ま た,伝 送制御手順及び変復調方式等に

っいて調査する。

5.省 内情報処理の推進

① 為替貯金オンライン ・システム

全国9ヵ 所のセンターと2万 の郵便局 との間をデータ

通信で結ぶシステムであり,昭 和53年8月 から神奈川県

の一部の地区でサービスが開始 され,お おむね7年 で完

成の予定である。

② 簡易保険オンライン ・システム

東京 ・京都の2セ ンターと約1千 の郵便局 とを結ぶシ

ステムであ り,昭 和52年2月 から稼働を開始 し,昭 和55

年度には完成の予定である。

③ 電波監理情報システム

無線局等の各種情報を即時検索できる全国的なデータ

通信システムであり,昭 和54年 度申には運用を開始する

予定である。

4
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笏昭和53年 度情報処理関係施策

皿 行政情報処理 の推進 について

行政管理庁行政管理局

1.行 政機関におけ るコンピュータ 利用の現状

行政機関におけるコンピュータ利用の規模は,行 政事

務の迅速化 ・合理化の要請に伴い,年 々拡大 している。

これをコンピュータの設置台数,運 用経費及び運用要

員数の推移でみると図一1の とお りであり,昭 和52年 度

で設置台数287台,運 用経費598億 円,運 用要員数4910

人に達 し,10年 前の昭和43年 度 と対比すると設置台数は

2.4倍,運 用経費は8倍,要 員数は2倍 にそれぞれ伸び

ており,特 に運用経費の伸びが著 しい。

最近における各省庁のコンピュータ利用の傾向,特 徴

を挙げると次の とお りである。

① 行政機関におけるコンピュータの導入 に つ い て

は,現 段階で適用可能な業務は概ね利用しているとみる

ことができ,最 近は処理方式,処 理内容の高度化が主に

指向されている。 コンピュータの導入状況 もこれを反映

し在来機種のレベルアップが中心で毎年20～30台 の切替

導入が行われている。

② 処理方式面ではオンライン処理を行うコンピュー

タが増加して きてお り,10年 前の43年度に全設置台数の

14.8%(122台 中18台)で あっtオ ンラ/ン 処理機は53

年度には58.9%(287台 中169台)と 過半数を超えるに至

った。 これは国の行政機関の組織形態が全国規模でしか

も一律的な行政サービスを要求 されるところから潜在的

にオンライン化の要請が強いことに加え,蓄 積された業

務情報等 をデータバンク化 し,政 策 ・管理情報等へのコ

ンピュータの積極的活用や省内各部門,出 先機関等との

共同利用が活発化 してきた結果 とみることができる。

③ システム規模の大型化の傾向には著 しいものがあ

り,こ れをコンピュータ1台 当た りの買取換算価格でみ

ると43年度に1.5億 円であっtも のが52年 度には4.4億 円

となっている。また,全 設置台数に占める大型機の割合

も43年度の22.1%か ら52年度には56.8%と なってお り大

型化の傾向を裏付けている。

④ 運用要員は新規コンピュータ部門の増加が少な く

なったこと及び業務の外注化,入 力方式の改善等による

パンチャーの減少傾向により,そ の伸びは鈍 化 して い

る。 しかしその反面,民 間からの委託要員(い わゆるフ

ァシリテ ィマネジメン ト)の 導入が活発化してお り,52

年度には33部門に348人 が配置 され,CEを 中心とする

メーカからの派遣要員(52年 度174人)の 配置を上回って

いる。今後もこの種の委託要員の活用は,業 務処理の合

理化簡素化の要請に伴い増加するものと思われる。

⑤ 運用経費は,シ ステムの大型化 ・処理方式の高度

化等に伴い最 も伸び率が大 きく,52年 度は10年前の8倍

の598億 円となっている。 この内訳をみるとレンタル,

買取費等の機器費が67.9%,外 注費,消 耗品費等の運営

諸経費が32.1%と なってお り,最 近は運営諸経費の伸び

が機器費の伸びを上回る傾向にある。

⑥ 各省庁のコンピュータの利用方式は,従 来,自 ら

コンピュータを導入 し運用する自営方式が一般的であっ

たが,最 近は特に大規模オンラインシステムにおいて,

日本電信電話公社の提供するデータ通信設備サービスを

利用するものがみ られる。52年 度現在5シ ステムがこの

サービスを利用しているが,目 下このサービスの利用を

前提 として開発中のシステムもみられ,ま すます複雑,

高度化するコンピュータ利用技術の動向からみて今後 も

増加するものと思われる。

2.昭 和53年度情報処理関係予算の概要

昭和53年 度における名省庁の情報処理関係予算の総額

は行政管理庁の調べによると,約1,424億 円であ り前年

一12一
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台数

(台)

600

牢

5,1

ノ ー"へ 、、

4,985人

489億 円

人4,910人

!

/3,165人

〆

2,808人

〆

2,493人

247億叱

・222台

194億 円

図一1電 子計算機利用の推移

注)経 費は レンタル費,通 信 回線費,消 耗品費,外 注費等の電子計算 機

運用経費のみで,人 件費,設 備 費,端 末機関運用費は含まない。

度に比べて17.3%の 増加 となっている。

これを会計区分別,経 費区分別にみると表一1の とお

りであり,前 年度に比べ特別会計の情報システム開発経

費が減少 している。また,コ ンピュータの導入,切 替状

況をみると表一2の とお りであり新規導入が17台切替導

入が27台 で53年度末には294台 となる見込みである。

昭和53年度の情報処理関係予算か ら各省庁の情報処理

の動勢をみると次の点を挙げることができる。

① ここ数年継続 して開発 してきた大型情報システム

の開発が遂次運用段階に移行 しつつあり,そ の結果 を反

映して情報システム開発経費が減少 しているが,特 に簡

易保険,為 替貯金 システムなど一部運用段階に入った特

別会計の減少が著しい。

② 貿易関係情報システム,生 活映像情報システム,

医療情報システム等の官民合同システムとしての社会シ

要目
(人)

6,000

ステムの開発は,従 来から関係省庁

間で協力調整を図 りながら継続開発

が行われているが,貿 易関係情報シ

ステムは,先 行開発することとなっ

ていた航空貨物輸入部分のシステム

化が53年度中に運用を開始する予定

となり,生 活疎豪情報システムにつ

いても実験,評 価の段階をおえ基盤

整備,普 及の段階に入る等逐次具体

化へ向っている。

③ 各種データ,情 報の効果的利

活用を図るため,従 来から自省庁内

各部局の統計,各 種業務データ等の

体系的整備を図 り,そ の蓄積加工,

検索を行 う政策情報システムあるい

は情報管理システム,資 料検索シス

テム等の備整が行われていたが,す

でにこれらの整備をある程度おえ,

省庁間にまたがってデータ及びソフ

トウエア等を利用 し合 ういわゆるリ

ソースシェアリングシステムの開発

に着手しはじめた省庁 もみられ,53

年度には通商産業省 と経済企画庁の

オンライン情報交換 システムの予算

が認められている。

④ コンピュータの導入は,新 規増が17台切替が27台

となっているが,新 規増による導入 はいずれ もオンライ

ンシステムへの導入であり,為 替貯金12台,資 材管理2

台,農 林水産技術計算1台,国 税事務1台,雇 用保険の

拡充1台 となっている。 また,切 替導入は27台 である

が,最 近の機種切替は新型機種のめざましい性能アップ

を反映して2→1,3→2等 の複数切替が多くなってお

り,53年 度において もこの よ うな切替が警察庁,労 働

省,建 設省で行われる予定である。

⑤ 近年のシステムの大型化,複 雑化に伴い,国 庫債

務負担行為による導入省庁がい くつかあり,53年 度予算

において も総額242億 円がこの種のもので,コ ンピェー一

夕の導入に関しても新規導入4台,切 替導入4台 が認め

られている。

一13一
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表一1昭 和53年 度情報処理関係予算の状況(単 位:千 円))

＼ 一 会計区分
^

、

-. --

、
、

経費区分-一

一般 会計 特別会計 合 計
対52年度当初予算此(%)

一 司 特 会1合 計

電 子綱 翻 等経費}…1・656{・ ・24・ ・299・25・76811・ ・515・1113・ ・

情 報 システ・開発経 ∋ ・…221}・37・ ・661・77・2878・14・ ・1…

離 職 嬢 等 繊1・ ・28…31・12・8691・ ・41・1321・L・112・ ・1…

総 計
65,700,140

<2,070,770>
76,748,048

<22,178,034>
142,448,187

<24,248,804>
98.3 140.6 117.3

注)〈 〉書 きは国庫債 務負担行 為額 で外数で ある。

3.行 政情報処理の推進施策

昭和53年 度における行政管理庁の情報処理関係重点施

策は次のとお りである。

(1)電 子計算機利用の効率化等の推進

(2)電 子計算機共同利用施設の整備

(3)行 政情報に関する調査研究の充実

(1)電 子計算機利用の効率化等の推進

コンヒ。ユータが行政の様々な分野に定着 し,そ の重要

性を増すとともにその経費も増大 しているが,こ れに伴

い効果,効 率性の向上が重要な課題とされ,各 方面から

種々の指摘がなされている。特に47年 度決算に関する衆

議院の議決(昭 和50年6月27日)に おいて 「政府は情報

処理の総合体制を強化 し,行 政機関における電子計算機

利用の効率化を推進すべ きである」とい う指摘もなされ

ている。

このよ うな状況から,51年 度には,行 政情報処理の現

状と課題を明 らかにする調査を実施 し,そ の結果を基に

「行政情報処理の効率化に関する推進方策」を各省庁情

報処理担当課長会議の了解のうえ定め,各 省庁が協力 し

てコンピュータ利用の効率化を推進することとし,52年

度は,こ の推進方策に基 き各省庁に共通する課題につい

て改善方策の共同研究個別情報システムの分析検討等 を

実施 してきたところである。

53年度 は,こ れら共同研究,個 別情報システムの分析

検討等を引続 き実施するとともに,デ ータの有効利用及

びプログラムの相互利用等について具体的な対策を促進

することとしている。

なお,52年 度に実施した共同研究,個 別情報システムの

分析検討の概要 は次のとお りである。

① 共通課題に関する改善方策の共同研究

推進方策において各省庁が共同研究することとなっ

ていた4項 目それぞれについて各省庁の課長補佐,係

長クラスからなる研究会を発足 させ,ほ ぼ月1回 のペ

ースで下記の検討を行った。各研究会 とも53年度 も検

討を継続 し,概 ね53年 度末には効率化のためのガイド

ラインを作成する予定である。

●電子計算機利用の費用対効果の分析方法研究会

分析項 目を定量的な ものと定性的な ものに分 けて

その費用,効 果の算出方法について

●電子計算機の稼動分析方法研究会

コンピュータの稼動状況を的確に把握するツール

の利用及びその結果の分析方法について

●ソフトウエアの開発,管 理の効率化研究会

効率的なメンテナンスを行 うための ドキュメンテ

ーシ ョンの作成方法について

●オンラインシステムの効率化研究会

オンラインシステム開発における実施事項別の留

意点について

② 個別情報システムの分析検討

この分析検討は各省庁の依頼に基づ き行政管理庁が

特定システムを選定 して実施するものであ り,依 頼省

庁 と行政管理庁が共同プロジェクトチームを編成し実

施することとしている。その内容は,ハ ードウエアモ

ニターによる稼動状況測定,ロ グ(ア カウン ト)情 報

の分析等を中心にシステムの稼動効率,運 用効率等を

分析検討するものである。

52年度においては,TSS処 理 と情報検索をリアル
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表一2昭 和53年度各省庁電子計算機導入切替等状況

昭和52年度
省 庁 名 保 有台 数

昭和53年度

保 有台 数

(予 定)

一

設導入

昭和53年 度導入 ・
切替等

新規増十 ⇒ 返却

総理府本府

警 視 庁

行政管理庁

北海道開発庁

防 衛 庁

経済企画庁

科学技術庁

環 境 庁

法 務 省

外 務 省

大 蔵 省

文 部 省

厚 生 省

農 林 省

通商産業省

運 輸 省

郵 政 雀

労 働 省

建 設 省

自 治 省'

3

7

1

2

48

1

10

2

4

5

13

10

8

15

36

50

46

8

17

1

2

6

1

2

50

1

10

2

4

5

14

10

8

16

36

44

58

8

16

1

2

1

1

12
<4>

1

2-→1

<2-2>

7-7

<1-2>

2-2

1→1

2-→2

2→2

1-1

1→1

10→4

1-1

2-1

4--3

1→1

1

計 2871・ ・41.、 ξi<㌶11

(注)1.表 革の 〈 〉書は,国 庫債務負担行為に よ り54年度 以

降導入,切 替が認 め られ てい る もので あり,外 数で ある。

タ/ム 処理 している2シ ステムについて分析検討し,

種々の要改善点を摘出したところである。53年 度につ

いては目下対象システムの選定を行っている段階であ

るが前年同様2シ ステムを実施する予定である。

(2)電 子計算機共同利用施設の整備

各省庁の情報処理を側面から支援 し,政 府全体として

効果的かつ効率的な情報処理を 行 うtめ,48年 度から

「電子計算機共同利用施設」に関する調査研究,シ ステ

ム開発を実施して きたが,53年4月 大型 コンピュータを

導入 し,業 務処理を一部開始 したところである。

53年度は,法 令検索システム及び個別省庁システム等

業務の運用開始を図るとともに,今 後における同施設の

一層の充実を促進することとしている。なお,同 施設が

対象とする主要業務は次のとお りである。

① 電子計算機未設置省庁の事務処理

② 各省庁に共通するシステムの開発,提 供

(法令,会 議録,資 料の検索等システム)

③ 情報処理要員の合同研修

(3)行 政情報処理に関する調査研究の充実

各省庁に共通または関連する情報システムの開発につ

いて,政 府 としての一体性 と各省庁間の業務の関連性を

考慮して,長 期的展望に立 った総合的な見地か ら計画的

に調査研究を推進するため,45年 から行政管理庁に 「行

政情報処理調査研究費」が一括計上されており,53年 度

予算額は6,610万 円となっている。

この調査研究費 も8年 間を経過し,と りあげたテーマ

もこれまで16省庁で44テ ーマを数えてお り,各 省庁の情

報処理の推進に寄与 している。

53年度の同研究費の運用については,各 省庁の電子計

算機の有効利用の推進に寄与する具体的効用の高い研究

事項及び電話回線 を含 めた通信回線の効率利用等行政情

報処理の効率化の基盤となる事項に重点を置いて調査研

究を進めることとし,さ らにその成果の一層の活用を推

進することとしている。53年度の調査研究テーマは次の

とお りである。

① 情報処理の基盤 となる事項の調査研究

ア.ソ フ トウエアの開発 ・メンテナンス の 効率 化

(行政管理庁)

イ.オ ンラインシステムのパフォーマンス予測方法

(行政管理庁)

ウ.行 政電話通信回線網の実用化(行 政管理庁)

エ.コ ンピュータ群構成の最適化(気 象庁)

オ.行 政情報通信システムの障害対策(郵 政省)

② 具体的な情報システムの調査研究

ア.音 声認識による入出力 システム(警 察庁)
、

イ.自 動インデックスシステム(防 衛庁)

ウ.海 外農業開発情報検索システム(農 林省)
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情報処理に関する調査,研 究開発,教 育等 を実施
昭 和52年 度 事 業 報 告

当協会 の昭和52年 度事業 は,前 年度に ひ き続 き,調 査,研 究開発,教 育,研 究奨励,標 準 化,普

及,広 報等 の各種事業 を実施 した。以下 その概要 を紹介す る。なお,こ れ らの事業の結 果はそれぞ

れ報告書等 にと りまとめ られてい るが,そ の うちのお もな ものを22ペ ー ジ以降に概要 を掲載 した。

頒布価格等 について は巻末の一 覧表 を参照 されたい。

1.情 報処理に関する調査

ω 一般調査

① 海外における情報処理および情報処理産業の実

態調査

(i)文 献 ・資料による調査

海外における情報処理および情報処理産業の実

態を把握するため,諸 外国の新聞,雑 誌等定期刊

行物(43種),ニ ュース ・レター類,企 業 アニュ

アル ・レポー ト(80種),海 外調査機関の各種報

告書等を収集 し,米,英,仏,西 独な ど主要国に

おけるコンピュータ市場,メ ーカ動向のほか,欧

州主要国のコンピュータ産業育成施策,ア ジア,

アフリカ,申 南米諸国等(63カ 国)の コンピュー

タ市場動向について も調査を行った。

報 告 書 「海外の情報産業」(52-ROO2)

(ii)調 査員の派遣

米国および欧州に調査員を派遣(欧 州:昭 和52

年11月6日 ～11月19日,米 国:昭 和52年11月25日

～12月10日)し ,欧 米における大手情報処理サー

ビス業によるデータ・ベース提供状況,政 府機関

によるソース ・データの提供実態,デ ータ ・ベー

スの種類と内容等について調査 した。

報 告 書 「欧米のデータ・ベース ・サービ

スー海外調査員報告一」(52-ROO1)

② わが国の情報処理に関する動向調査

わが国の情報処理に関する動向を把握 し,今 後

の情報化推進施策に資するため,情 報処理に関す

る文献 ・資料を収集 ・分析するとともに,昭和55,

60年 における情報処理産業の市場 予 測,i基 本 構

造,環 境問題ならびに長期目標について調査を行

ったほか,情 報処理の拡大に伴い各種 データ・べ

一16一

ースのデータ共用あるいはメッセージ交換等にお

いて問題 となるデータのセキュリティ保護技術の

動向について も調査研究を行 った。

資 料 「コンピュータ・セキュリティ関係

資料要訳集」

② 特定テーマの調査研究

① 総合貿易情報 システムに関する調査研究

貿易情報の総合的なシステム化を図るため,昨

年度に引続 き内外貿易関係機関の動向を把握する

とともに,輸 出手続業務におけるペーパー ・ワー

クの省力化,情 報伝達の合理化 ・省力化を推進す

るためのデータ共用システム(第2貿 易情報シス

テムの対象 となる商社,海 貨業者,海 運業著聞で

共通 して使用 される各種書類の作成 と必要情報の

蓄積 ・提供を行 うシステム)を 研究開 発 した ほ

か,港 湾経済研究所に委託 し,横 浜大黒埠頭をモ

デルにした貨物管理を中心 とする商業送 り状,船

積指図書等各種書類の ドキュメント作成 システム

について検討を行い,こ のシステムを中核とする

輸出入情報処理センター ・ネットワーク構想につ

いて研究を行 った。

報 告 書 「総合貿易情報システム調査報告

書(VI)」(52-ROO3)

資 料 「貿易情報システム化の話」

② 国際情報ネットワークに関する調査研究

わが国を中心とする国際情報ネ ットワーク形成

上の問題点について需要,技 術の両面から調査 を

行 うこととし,需 要問題についてはユーザがネッ

トワークを利用する際に重要なポイントとなるデ

ータ ・ベース ・サービスについて
,そ の利用動向

セキュリティ問題,デ ータ通信網等を文献 ・資料

な らびに海外調査員の派遣により調査を行い,今
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後 の 国 際 情報 ネ ッ トワー ク の あ り方 につ い て研 究

を 行 った。

ま た,技 術 問題 に つ い て は コン ピ ュー タ ・ネ ッ

トワー ク に お け るユ ー ザ ・レベ ル ・プ ロ ト コル(

ユ ー ザ ・プ ロセ ス相 互 間 の メ ッセ ー ジ通 信 の 制 御

に関 す る規 約)な らび に デ ー タ ・ベ ー ス ・マ ネ ジ

メ ン ト ・シ ス テ ムに つ い て調 査 研 究 を行 っ た。

報 告 書 「国際 情 報 ネ ッ ト ワー ク に関 す る

調 査 研 究 報 告 書 」(52-ROO4)

③ オ ン ライ ン情 報 処 理 の利 用 促 進 に 関 す る調 査

わ が国 にお け る情 報 処 理 の オ ン ラ イ ン化 を促進

す る た め,前 年 度 に引 続 きコ ン ピュー タ利用 企 業

約4,000社 を対 象 にオ ン ライ ン需要 な らび に コ ン

ピ ュー タ利 用 の 実 態 に 関 す る ア ンケ ー ト調 査 を行

う と と もに,通 信 回線 の利 用 に 関 して そ の料 金 お

よ び制 度 問題 に つ いて ユ ー ザ側 の要 望 な らび に わ

が国 の オ ン ライ ン ・シス テ ムの促 進 の観 点 か らの

調 査 研究 を行 った。

報 告 書 「オ ン ライ ン需 要調 査 報 告 書 」

(52-ROO5)

〃 「オ ン ライ ン ・シ ス テ ム振 興 に関

す る基 本 意 見 調 査 報 告 書 」

(52-ROO6)

④ シス テ ム監 査 に関 す る調 査 研 究

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムの 安 全 性,信 頼 性,効

率 性 等 の監 査 を可 能 にす る とと もに それ に伴 う ト

ッ プ,コ ン ピ ュー タ部 門 等 関 係 部 門 の 役 割,関 与

方 法 等 を 明 らか に し,企 業 の シス テ ム監 査 導 入 の

円滑 化 を 図 る た め,本 年 度 は通 商 産 業 省 の シ ス テ

ム監 査 施 策 と連 携 し,内 外 の シス テ ム監 査 の実 態

調 査 な らび に問 題 点 の 分 析 を行 った。

と くに,国 内調 査 は シス テ ム監 査 に お け る公 認

会 計 士 の 役 割 につ いて,ま た海外 に つ い て は米 国

にお け る シス テ ム監 査 の 実 態 を中 心 に調 査 研 究 を

行 っ た。

報 告 書 「シス テ ム監 査 の現 状 と問 題 点

一 情 報 化社 会 の健 全 な ル ー ル確 立

を 求 め て 一」(52-ROO7)

⑤ マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タの応 用 に関 す る調 査 研

究

マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タの適 用 分野 の拡 大 と普

及 を図 る た め,比 較 的 マ イ ク ロ ・コン ピ ュー タの

利 用 が 遅 れ て い る農 業 分野 を対 象 に,マ イ ク ロ ・

コ ン ピュー タ を使 った 養 鶏 ・鶏 卵管 理 シ ス テ ム に

つ いて研 究 を行 うこ と と し,養 鶏管 理 シ ス テ ムに

お い て は産 卵 の 自動記 録 お よ び環 境 制 御 シ ス テ ム

を,ま た,鶏 卵管 理 シ ス テ ム に つ い て は鶏 卵 集 荷

場 に お け る計 数 管 理 シ ス テ ム につ い て研 究 開 発 を

行 い,従 来 シ ス テ ム とマ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ を

組 み込 ん だ新 シ ス テ ム とを比 較 し,合 理 化,省 力

化,信 頼性 等 を 中心 に調 査 研 究 を行 った 。

報 告 書 「マ イ ク ロ ・コ ン ピュー タの 養 鶏

お よ び 鶏卵 管 理 シス テ ムへ の応 用

に関 す る調 査 研 究 」(52-ROO8)

(3}受 託 調 査

官 公 庁 等 よ り次 の 事 業 を受 託 し て調 査 研 究 を 行

い,そ の成 果 は報 告 書 として と りま と め,そ れ ぞ れ

の委 託 者 に提 出 した。

Oソ フ トウ エ アの 管 理 お よび 流通 に 関 す る調 査

… …(行 政 管 理 庁)

○ リソ ー ス ・シ ェア リン グ ・シス テ ムの運 用管 理調

査 (工業技術院)

○ ネ ッ トワー ク ・ユ ー テ ィ リテ ィの現 状 と動 向 に関

す る調 査(日 本電 信 電 話 公 社)

O大 型 情 報 処 理 シス テ ムの保 守 形 態 の動 向 調 査

… …(〃)

OTSSサ ー ビス に お け る オ ー サ制 度 の実 態 調 査

… …(〃)

○シ ス テ ム ・ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ ク チ ャお よ び

端 末 の現 状 と動 向調 査 … …(国 際 電 信 電 話 ㈱)

Oソ フ トウエ ア の流 通 条 件 に 関 す る実 態 調 査

……(情 報 処 理 振 興 事業 協 会)

2.情 報処理 に関する研究開発

一17一

ω 分散型リソース処理技術の研究開発

当事業は複数の異機種 コンピュータ間に分散して

存在するハー ドウエア,ソ フ トウエア,デ ータ ・ベ

ース等を効率的かつ容易に利用するためのユーザ ・



』

ノ∫PI)ECジ ャー ナ ル

サ ポー ト機能 に つ い て3年 計 画 で研 究 開 発 を行 う も

の で,す で に 開 発 した 異機 種 間 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ

トワー ク ・シス テ ム(JIPNET)を 基 本 フ ァ シ リテ

ィ と して研 究 開 発 を進 め る こ と と し,初 年 度 に あ た

る本 年 度 は分 散 型 シ ス テ ム出 現 の 背 景,ユ ー ザ ・ニ

ー ズ な どを調 査 す る と と もに,分 散 型 デー タ ・ベ ー

ス に つ い て,異 機 種 間 に分 散 した デー タ情 報 を 一 括

保 持 す るネ ッ トワー ク ・ク リア リン グ ・セ ン ター(

NCC)な らび に デ ー タ ・ベ ース に 格納 され て い る

各 種 の デー タを ユ ー ザ に提 示 す る デー タ ・デ ィク シ

ョナ リイ ・デ ィレク トリイ(DD/D)等 の 研 究 を

行 った ほか,ユ ー ザ が容 易 に ネ ッ トワー ク を利 用 す

るた め の異 機 種 コン ピ ュー タ に共 通 し た制 御 言 語 に

つ い て も研 究 を行 っ た。

ま た,分 散処 理 シ ス テ ム にお け る安 価 で 高 性 能 な

fi本 語 情 報処 理 用 端 末 を開 発 す る た め,基 本 調 査 な

らびに文 字 パ ター ン記 憶 方 式,文 字 の 入 出 力 お よ び

端 末 装 置 の 制 御 方式 等 に つ い て研 究 を行 っ た。

報 告 書 「分 散 型 リソー ス処 理 技 術 の研 究

§自発 」(52-SOO1)

② 受 託 研 究 開 発

官 公 庁 等 よ り次 の 事 業 を受 託 して研 究 開 発 を 行

い,そ の成 果 は報 告 書 と して と りま と め,そ れ ぞ れ

の委 託 者 へ 提 出 した 。

○航 空 輸 入 貿 易 情 報 シ ス テ ムの 開発(通 商 産 業 省)

(1)輸 入 取 引 関 連 ア プ リケ ー シ ョンの 調査 研 究

(ii)サ ポー テ ィング ・シ ス テ ムの 調査 研 究

(iii)周 辺端 末 装 置 の調 査 研 究

○中 央 省 庁 にお け る共 通 ソ フ トウエ アの 開 発

… …(工 業 技 術 院)

(i)統 計 情 報 提 供 シ ス テ ム

(ii)リ ソ ー ス ・シ ェア リン グ ・シス テ ム

(iii)既 存 ソ フ トウ エ アの メ ン テ ナ ンス

中小 企 業 向 け標 準 シス テ ムの 開 発(中 小 企 業 庁)

(i)中 小 企 業 向 け標 準販 売管 理 シス テ ムの 開発

… …(セ ル フ ・サ ー ビス業)

(ii)中 小 企 業 向 け標 準 生 産 管 理 シス テ ムの 開 発

… …(プ ラス チ ッ ク成 形 工 業)

o中 小 企 業 経 営 診 断 シ ス テ ムの 開 発(共 同工 場)

……(中 小企業庁)

○商標機械検索システムの開発………(特 許庁)

○医療情報ネットワークの開発

……(医 療情報システム開発センター)

○小規模企業共済システムの開発

……(小 規模企業共済事業団)

3.情 報処理 に関するコンサルテーシ ョン

等の実施

当協会の情報処理技術およびコンピュータを活用 し

て,中 小企業等のコンピュータ導入に関するコンサル

テーシ ョン,研 究開発のためのオンライン情報サービ

スを行 うとともに,各 ユーザにおける統計集計業務,

入出金管理,給 与計算等の計算処理サービス,開 発ソ

フ トウエアの提供サービスおよびコンピュータ利用の

提供等を実施した。

4.情 報処 理 に関 す る教育

(1)情 報処理研修の実施

① 上級情報処理技術者等の養成

(i)研 修

コンピュータ・システムを用いた情報処理に関

する上級情報処理技術者,情 報処理部門の管理者

および情報処理技術者を教育する者等を養成する

ため,学 界,産 業界等の専門家を講師として,講

義,実 習等組織的な研修を次の とお り実施した。

・上級情報処理技術者 コース

(3コ ース4ク ラス78名)

・管理者 コース(2コ ース4ク ラス67名)

・・インス トラクタ・コース

(4ク ラス110名)

・システム技法コース

(17コ ース22ク ラス531名)

・情報処理基礎コース

(9コ ース9ク ラス403名)

・特別 コース(16講 座659名)

計1,848名

(ii)特 別講義

研修生な らびに産業界等における情報処理関係

者を対象に外人講師による特別講義を実施 した。

一18-一
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第1回:昭 和52年4月20日 ～22日

A.N.ハ ー バ ー マ ン(米 国 カ ー ネ

ギ ー ・メ ロ ン大 学)

修正 可 能 か つ 検証 可 能 な ソ フ トウエ ア

を実現 す るナこめ の構 造 的 ア プ ロー チ に

つ い て 受 講者25名

第2回:昭 和52年9月20日

W.H.ボ ル ツ マ ン(米 国 テ キ サ ス

大 学)

米 国 にお け るCAIの 現 状 と将 来

受 講 者42名

② コン ピ ュー タ啓 蒙 講 座 の 開 催

コン ピ ュー タ の正 しい理 解 と関 心 を深 め させ る

た め,都 内,近 郊 お よ び地 方 の 中 学 生 を対 象 とす

る 「コ ン ピ ュー タ啓 蒙 講 座 」(東 京3回,富 山,

大 阪各1回,受 講 者164名),地 方 の 高 校 生 を対 象

とす る「コ ン ピュー タ ・セ ミナー 」(千 葉,甲 府,

長 野,岐 阜,鳥 取,出 雲,受 講 者3,797名)お よ

び地 方 の高 校 教 員 を対 象 とす る 「移 動 教 室 」(前

橋,受 講者30名)を それ ぞれ 開 催 した。

② 情 報 処 理 教 育 に 関 す る調 査 研 究

① 海 外 に お け る情 報 処 理 要 員 の教 育 等 実 態 調 査

わ が 国情 報 処 理 要 員 の質 的 向上 に資 す る た め,

近 年 米 国 の情 報 処 理 教 育 に お い て重 要 な位 置 を 占

めつ つ あ る コ ン ピ ュー タに よ る 個 別 指 導 方 式

CAI(ComputerAssistedInstruction)な らび に

CMI(ComputerManagedInstruction)に つ い

て,そ の 実 情 を調査 す るた め調査 団 を 同 国 に派 遣

(昭 和52年5月15日 ～5月30日)し,大 学 に お け

る利 用 状 況,教 育 過程 で の位 置 づ け,コ ー ス ウ ェ

ア(教 材)等 に つ い て 調 査 を 行 っ た。

報 告 書 「ア メ リカに お け る情 報 処 理 教 育

の実 態 調 査 報 告 書」(52-EOO1)

② 情 報 処 理 技 法 の調 査 研 究

当協 会 の研 修 内容 の充 実 を はか る と と もに,社

会 の ニー ズ に対 応 した もの とす るた め,次 の テ ー

マ に つ い て調 査 研 究 を行 っ た。

α)ビ ジ ネ ス ・ゲ ー ム の活 用

情 報活 用 の方 法,問 題 解 決 の方 法 な ど を実 践 的

に把握するための教育方法 としてビジネス ・ゲー

ムを取上げ,昨 年度に行 ったビジネス ・ゲームの

基礎理論調査等の研究をもとにビジネス ・ゲーム

・モデルの開発を行い,当 協会の研修コースの教

材 としてとりまとめた。

(ロ)デ ータ ・ベースの事例研究

企業のデータ ・ベース開発 ・導入実際例につい

て文献 ・資料の収集 ・分析ならびにデータ・ベー

ス ・ユーザの面接調査を行いこれらの調査結果を

当協会の研修 コースに活用すべ く検討を行った。

③ 上級情報処理技術者育成指針の作成

昭和44年 度に作成 した上級情報処理技術者育成

のための指針は情報処理技術の著しい進展によ り

全般的な見直 しが必要 となってきたナこめ,3年 計

画で改訂を行 うこととし,本 年度は昨年度の基本

方針にもとづき,上 級情報処理技術者 として必要

とされる知識 ・技能について,分 野別にカリキュ

ラムの目標,内 容,指 導上の諸事項等を検討 し,

全5分 冊のうち3分 冊を完成 した。

報 告 書 「上級情報処理技術者育成指針」

各論第1部 一組織 システム分析一

(52-EOO2)

各論第2部 一システム開発運用の背景一

(52-EOO3)

各論第3部 一コンピュータおよび情報処理技

術一(52・-EOO4)

④ 情報化社会における諸問題解決のためのフレイ

ムワークの作成

情報処理が集中から分散へ と移行する上での諸

問題について研究するこ と とし,SAS(System

AnalystSociety)に 委託 し,情 報の流 れ と組 織

化,ネ ットワーク問題,人 物 ・文献情報のあり方
も

等 につ い て調 査 研 究 を行 っ た ほか,シ ンポ ジ ウム

を開 催 した。

5.情 報処理 に関する奨励 ・普及 ・哲蒙等

一19一

(1}研 究奨励金の交付

情報処理の高度化および適用分野の拡大に寄与す

る新しい理論ならびに技術の研究開発を積極的に助
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成するtcめ,優i秀 な研究成果をあげた企業,学 校,

個人に対 し,研 究奨励金または報奨金を交付するも

ので,本 年度は,研 究成果の募集活動を行 うことと

し,官 庁,大 学,研 究機関等に推薦を依頼し,奨 励

金部門40件,報 奨金部門11件 の応募を得た。

なお研究奨励金ならびに報奨金の交付 対 象 の選

考,交 付は次年度実施する。

② 標準化

工業技術院から受託して,昭 和51年 度実施の 「情

報交換用漢字符号のための機能キャラクタの種類 と

定義」に引き続 き,同 キャラクタの種類と定義の見

直 しおよび機能キャラクタ(制 御文字)の コードの

規定を行い,JIS原 案を作成 した。

{3}普 及 ・啓蒙

① シンポジウムの開催

前年度に引 き続 き,情 報処理知識の普及 ・啓蒙

をはかるため,学 識経験者の協力を得て,経営者,

管理者および実務担当者を対象にして次のシンポ

ジウムを開催 しテこ。

第1回(東 京)

昭和52年7月28日 ～29日(参 加者64名)

テーマ:効 率的なコンピュータの利用のために

第2回(大 阪)

昭和52年12月13日 ～14B(参 加者40名)

テーマ:効 率的なコンピュータの利用のために

第3回(東 京)

昭和53年3月23日(参 加者65名)

テーマ:オ ンライン情報サービスについて

② コンピュータ・トップセミナーの開催

前年度に引 き続 き,官 公庁の幹部を対象にコン

ピュータ・メーカその他の協力を得て,ト ップセ

ミナーを開催 した。

第1回:昭 和52年8日24日 ～26日

於 芝パークホテル

参加者12省 庁17名

第2回:昭 和53年1月24日 ～26日

於 芝パークホテル

参加者12省 庁15名

③ ソフトウエア指導マニュアルの作成と普及

一20一
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当協会ですでに開発したソフトウエアの適用範

囲を拡大し,効果的利用をはかるため,前年度まで

に整備 したソフトウエアについての広報用パンフ

レットを作成 して,東 京(2回 昭和52年6月28

日・29日,昭 和53年3月16日 ・17日),名 古屋(昭

和52年7月13日 ・14日)お よび大阪(昭 和53年3

月6日,7日,8日)に おいて実習を中心 とする

説明会(参 加者151名)を 開催するとともに,次

の2種 類のシステムについて新たに解説書,パ ン

フレット等を作成 した。

・コンピュータ ・ネットワーク ・システム

・日本語情報処理システム

④ 研究会等の開催

(i)研 修 会

情報処理知識の普及のため,官 公庁,団 体等よ

り委託を受けて,次 の研修を実施 した。

○ 国立試験研究機関職員のための電子計算機プ

ログラミング

(科学技術庁よりの受託50名13日 間)

O中 小企業診断士(主 として都道府県の職員)

のための情報処理指導 コース

(中小企業振興事業団よりの受託 基礎コース

7名20日 間,応 用 コース9名8日 間)

(ii)研 究 会

情報処理技術の普及,利 用の促進 を図るため,

コンピュータ ・メーカその他の協力を得て一般企

業を対象に会員制による次の研究会を開催 した。

Oマ/ク ロ・プロセッサ利用研究会

(会員93社,期 間1年)

o企 業TPBSセ ミナー

(参加企業11社,昭 和52年6月16日 ・17日)

(i三i)賛 助会員例会

賛助会員の情報処理問題解決の一助として,時

宜に即したテーマによる会員例会を東京において

開催した。

第1回 昭和52年5月10日(参 加者114名)

テーマ:今 後の情報処理の方向を探る

第2回 昭和52年9月2日(参 加者70名)

テーマ:進 むパターン情報処理システ

σ'
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ムの開発

第3回 昭和52年12月14日(参 加者65名)

テーマ:電 電公社第6次5カ 年計画に

ついて

第4回 昭和53年2月24B(参 加者83名)

テーマ:米 国におけるコンピュータ戦略

⑤ 情報処理技術者試験制度に関する調査および広

報 通商産業省が行 う情報処理技術者試験につ

いて東京,大 阪など9地 区の新聞13紙 に説明会

の広報を行 うとともに,試 験実施に際して必要

となる受験者台帳(39,699人 分),地 域別,年

齢別な どの統計表の作成を行ったほか,当 該制

度の改善,向 上について調査研究を行 った。

(4}情 報化週間行事

政府が毎年10月 第1週 に実施 している 「情報化週

間」の記念式典および論文募集等政府行事に対する

支援を行 うとともに,同 週間に協賛して次の事業 を

行った。

① 総合広報

情報化週間の趣旨,行 事内容等を広 く一般に周

知するためポスター(一 般用,車 内吊り用),パ

ンフレット(行 事案内),情 報化啓蒙用の小冊子

「私たちの生活 とコンピュ■・・一タ」(60,000部)を

作成するとともに,新 聞(日 本経済新 聞 ほ か1

紙),交 通機関などを利用 して週間全体に関する

総合広報等を行った。

② 情報化国際講演 ・討論会

10月3日 から2日 間にわた り,経 団連ホールに

おいて 「情報処理に関する国際講演 ・討論会」を

開催した。

テーマ:イ ンフォメーシ ョン ・ユーティリテ

ィの将来像

講 師:ロ バー ト・E・ リー氏他内外有識者

参加者:256名

③ 展示会およびコンピュータ ・アー ト展

「'77生 活と情報化展」を当協会および働生活

映像情報システム開発協会,㊥ 医療情報システム

開発センターの共催で昭和52年9月29日 から10月

4日 まで,池 袋東武百貨店において開催し,最 終
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日 の10月4日 に は皇 太 子 殿 下 が 行 啓 され た。

入 場 者 数 約70,000名

ま た,「 コン ピュー タ ・アー ト展 」 を昭 和52年

10月1日 か ら10日 間 に わ た り銀 座 ソ ニ ー ビル にお

い て開 催 し た。入 場 者 数7,015名

④ 講 演 と映 画 の 会

情 報 化 週 間 中 に 札 幌,富 山,岡 山,高 松,福 岡

の5都 市 に お いて 地 元 関係 団体 と協 力 して 「生 活

と情 報 化 」 に 関 す る講 演 ・映画 の会 を開 催 した。

参 加 者740名

㈲ 広 報 お よ び 国 際 交 流

① 情 報 処 理 に関 す る国 内向 け広 報

当協 会 の各 種 事 業 等 を紹 介 す るた めのJIPDEC

ジ ャー ナ ル(Na29～Na33各1,300部)お よ び海

外 諸 機 関 の 報 告 書,新 聞,雑 誌 等収 集 した資 料 の

中 か ら トピ ック ス を紹 介 す る海 外情 報 イ ンデ ッ ク

ス(Na37～Na48月1回700部)を 発 行 し,官 公

庁,メ ー カ,ユ ー ザ,関 連 団体,大 学 等 関 係 方 面

へ配 布 した。

ま た,77年 度 版 コン ピ ュー タ 白書 一80年 代 の 発

展 の た め に一(5,700部)お よ びComputerWhite

Paper1976Edition(500部)を 発 行 した。

② 情 報 処 理 に関 す る海 外 向 け広 報

わ が 国 の情 報 処 理 の 実 情 を海外 に広 報 す る た

め,英 文 誌JIPDECREPORT(NQ30～Na33各

500部)を 発 行 し,海 外 の政 府 機 関,情 報 処 理 関

連 企 業,在 日大 使館 等 に送 付 した。

③ 情 報 処 理 に関 す る 国際 交 流

海 外 情 報 関 係 機 関 と情 報 交 換 を行 うと と もに,

ユ ーザ 参 加 に よ る 「全 米 コ ン ビ ご一 タ会 議(NC

C)視 察 団 」(米 国,昭 和52年6月11日 ～6月27

日,20名)お よ び 「第2次 渡 米 シス テ ム監 査 研 修

団 」(米 国,昭 和52年10月22日 ～11月15日,11名)

を派 遣 した 。

ま た,韓 国 よ り政 府 関 係 者4名 を招 へ い(昭 和

52年10月2日 ～10月7日)し た ほ か,西 独,台 湾

等 の政 府 機 関 関 係者 の訪 問 を受 け,わ が国 の 情 報

処 理 産 業等 に つ い て関 係 団体,メ ー カ,ユ ー ザ 等

と意 見 の 交換 を行 っ た。
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昭和52年 度調査研究報告書 まとまる

当協 会の昭和52年 度事業 は前掲 の とお り調査,研 究開発,教 育等 多岐 にわた って実 施 さ れ た

が,そ の成果 として 「国際情 報ネ ッ トワー クに関 する調査研究 報告書 」等14種 の報告書,資 料が

と りま とめ られた。(表 紙 うら一覧表参 照)

これ らの報告書,資 料の うち,主 な ものを とりあげ以下 にその概要 を紹介 する。

}
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国際情報ネッ トワークに関する

調査研究報告書

コン ピュ ー タ と通 信 の結 合 に よ って,近 年 国 際規 模 の

情 報 ネ ッ トワー クが 著 しい 進 展 を遂 げ る と共 に,国 際 間

の情 報 流 通 も活 発 化 して い る。 わ が 国 に お い て も,社 会

経 済 の 国際 化 に 伴 な い,国 際 情 報 ネ ッ トワー ク形 成 に対

す る要 請 が 高 ま り,ま た,省 資 源型 の輸 出産 業 とし て の

期 待 も大 きい もの が あ る。

こ う した状 況 にか ん が み 当 協会 で は,「 国 際情 報 ネ ッ

トワー ク調 査 委 員 会」 を設 置 し,需 要 ・技 術 ・制 度 の 面

か ら51,52年 度 の2カ 年 にわ た って 調査 研 究 を行 っ た。

初 年 度 に お い て は,全 般 的 問 題 点 と現 状 調査 に主 眼 を お

い たが,本 報告 書 で は初 年 度 の 調 査 結果 を ふ ま えて,デ

ー タベ ー ス ・サ ー ビス,ユ ーザ レベ ル ・プ ロ トコル な ど

具 体 的 な考 察 を行 っ た。

需要 調査 で は,大 き く二 つ の視 点 か ら調 査 を進 め た。

第1に 国 際 情報 ネ ッ トワー ク の構 成 要 素,構 築 の意 義,

ユ ーザ 需 要,情 報 処 理 産 業 国 際 化 の 展望 な ど国 際情 報 ネ

ッ トワー ク形 成 に関 連 す る全 体 的 考 察 を行 い,第2に は

主 要 な リソ ー ス と して の デ ー タベ ー スに 焦 点 を あ て,内

外 に お け る デー タベ ー ス ・サ ー ビスの 整 備 ・流 通 の 現

状,今 後 の 同 サ ー ビスの あ るべ きイ メ ー ジ,付 随 す る問

題 点 な どを取 りま とめ た。

技 術 調査 で は,コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ ト ワー ク技 術,デ

一一タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シス テ ム(DBMS)技 術

を主検討課題 として,異 機種 コンピュータをネ ットワー

クを通 じて相互利用する場合のネットワーク ・アーキテ

クチャとプロトコル,ネ ットワーク上での分散型データ

ベース ・マネジメント,衛 星通信,パ ケット無線技術,

セキュリティ機能,運 用問題などについて討議した。こ

れらのうち特に緊急性の高い問題 として,利 用者に密接

したユーザレベル ・プロトコルの機能および異機種間分

散型データベース ・マネジメント機能について詳細な検

討を進 めその成果をまとめた。

制度調査では,主 として現状の問題点把握に主眼をお

き,国 際データ通信サービス ・メニューおよび現行制度

上の問題点,国 際通信回線料金あるいは政策的諸問題な

どについて考察を行った。

以上三点か らの調査成果をふまえ情報資源の整備 ・流

通態勢の確立,標 準化および技術開発など,国 際情報ネ

ットワークの形成 ・発展に必要な基本的要素については

提言事項 として取 りまとめた。

本報告書の構成は以下のとお りである。
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第1部 国際情報ネットワ一一ク振興のために

1情 報処理国際化の動向

皿 調査の視点

皿 提言:国 際情報ネットワーク振興のために

IV付 随する問題

第2部 需要調査編

1国 際情報ネットワーク構築の意義

皿 国際情報ネットワークの構成要素

■
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皿

W

V

W

部

I

H

ヨ第

皿

第4部

1

fi

皿

W

V

国 際情 報 ネ ッ トワー クの 需 要 と情 報 処 理 産 業

国 際 化 の 展 望

内外 に お け る デ ー タ ・サ ー ビス の 現状

今 後 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の あ り方

デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビス に 関 す る問題 点

技 術 調 査 編

総 論

コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー クに お け るユ ー ザ

レベ ル ・プ ロ トコル

コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー クに お け る デー タ

ベ ー ス ・マ ネ ジ モ ン ト ・シス テ ムの あ り方

国際 情 報 ネ ッ ト ワー ク形成 の た めの制 度 上 の

問 題 点

現 行 国 際 デ ー タ通 信 サ ー ビス メ ニ ュー をめ ぐ

る問題

オ ン ラ イ ン情 報 処 理 を め ぐる現 行 制度 上 の 問

題 点

画 像 伝 送

通 信 サ ー ビス と情 報 処 理 サ ー ビス の 問 題

国際 通 信 回 線料 金 を め ぐる問題

VENUS計 画 に お け る制 度 上 の 問題 点 の輪

郭

政 策 的諸 問題
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オンライン需要調査報告書

オ ン ラ/ン 需 要 動 向 調査 は昭和45年 度 よ り行 って い る

が,そ の 内容 は3部 よ りな って い る。

(1)オ ン ラ/ン 業 務 調 査:現 オ ン ラ/ン ユ ー ザ を含 む

コ ン ピ ュー タ ・ユ ーザ につ い て,業 務 オ ン ライ ン化

の現 状 と予 定 を調 査(昭 和45年 度 よ り実 施)。

(2)オ ン ライ ン化 調 査:現 オ ン ラ/ン ・ユ ー ザ にっ い

て,端 末 機 と通 信 回線 使 用 の現 状 と予 定 を調 査(昭

和47年 度 よ り実 施)。

(3)オ ン ラ/ン 事 業 体 基 礎 調 査:現 オ ン ライ ン ・ユ ー

ザ につ い て,コ ン ピ ュー タ保 有 状 況,経 費,要 員,

給 与,教 育 状 況 な どを ア ンケ ー ト方 式 に よ り調 査 。

特 に経 費 分 析 を詳 し く把 握(昭 和46年 度 よ り実 施)。

書眉査n寺 ノ爪:n石 和52イ}三9∫]30「1

発 送 数

コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ4,189

オ ン ラ イ ン ユ ・一輪ザ1,118

回 収 数

1,375

457

1.オ ン ラ イ ン業 務 の 内 容

(1)社 内 シス テ ムで の業 務 オ ン ラ イ ン化

オ ン ライ ン化 業 務(主 な もの)現 況

販 売21・2%

在 庫 ・購 買17・3

金 融11・3

生産10・5

メ ッセ ーージ通 信9・1

輸 送 ・流 通8・7

(2)企 業 間 シ ス テ ム で の業 務 オ ン ライ ン化

オ ン ライ ン化 業 務(主 な もの)現 況

販 売28・2%

金 融18・2

在 庫 ・購 買15・7

生 産7・3

財 務 ・経 理6・0

輸 送 ・流 通5・9

回収 率

32・8%

40・9%

5年 後の予定

24・3%

17・2

9・5

11・4

8・6

5・5

5年 後 の 予 定

25・1%

10・4

18・0

9・5

7・1

12・5

なお企業間システムでは相手方 との関係その他 も分析

している。

2.オ ンライ ン化 状況

(1)端末機の利用現況と5年 後の予想(表 一1)

(2)通信回線の保有状況と5年 後の予想(表 一2)

調 査 年 度

'77

'76

,75

,74

,73

3.オ ンライ ン事 業体 基礎 調査'

(1)コンピュータ部門運用経費指標の年次変化

最近5年 間の推移は次のとお、りである。

ゴ 月経費/従 日員1人

(千円)

一23一

月 経 費/月 商(1
,000)

2・90

2・61

3・94

3・12

2・18

18・8

14・1

11・9

8・0

9・6
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表一1端 末機の 利用現況 と5年 後の予想
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記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

183

7,343

40.1

1987372

6,95023,5031,482

35.1322,020.6

19125

1263,026

6,624.2

1

1

1.0

343

6722,867

224・0166・7

86

2,741

31.9

(363)

48,711

134.2

イ ジ
ン エ

詰

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

43

673

15.7

40

1,542

38.6

47

9,369

199.3

15

276

18.4

13

116

8.9

ユ6

263

1&41

3

99

33.0

0

0

0

537

1.025427

19,011.5

(186)

13,790

74.1

計

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

21229104

8,0168,49232,872

36.37.1316口

8530139

1,7582423,289

20.78,123.7

4390109

1006723,8923,168

25.0224.043.29.1

(429)

62,501

145.7

:
後 後

ノ テ ン

ン リ ト

イ ジ

ン エ

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

9128

6,4246,586

65,651.5

36

11,390

316.4

25

523

20.9

16

219

13.7

76

1,787

23.5

0

0

0

2

250

125.0

20

680

34.0

39

1,961

50.3

(217)

29,820

137.4

イ ジ
ン エ

zζ

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

54

2,717

50.3

67

3,032

45.3

58

13,503

232.8

13

287

22.1

10

258

25.8

297

1,141,489

39.6212.7

1

15

15.0

53

2,595

49.0

36

1,667

46.3

(202)

26,711

132.2

計

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

機種毎1社 当平均台数

13817979

9,1419,61824,893

66,252.7315.1

38

810

21.3

23

477

2α7

173

2,9351.489265

29.4212,788.3

7071(309)

3,2753,62856,531

46,851.1182.9

端末合計台 数でみて,ノ ンイ ンテ リジ ェン ト端末 とインテ リジェン ト端末 の比 は,現 在78:22で あるが,

5年 後に この比 は47:53に なる もの と予想 され てい る。

表一2通 信回線の保有状況と5年 後の予想

＼

＼
記入

A1
実数

B1 C2 D1 D5 D7 D9 11 13 J1
公衆回線
電話

型

公衆
回線
電信
型

48

K網

DDX

CS

DDX私 設
合 計

PS回 線

現

在

5

年

後

各 回答 数444

合計回線数

1杜当回線
数平均

各 回 答数308

合計回線数

1社 当国線
数平均

311

1,8491,

59.610.

12419

2,233,77

18.019.

1911481011

5,2881,9901592129

27.714.43.32、12.6

139

1,26788

9.20.2

0--100

0--2,566

0--25.7

105

74125

7。425.0

471369799406

9372,1703,1812,32625541114

19.916.032.823.56.44.11.813.

97

1,9144

19.7192.

351,1411,7

27.51.26

(444)

,087

45.

高速化が進むため回線数でみれば5年 後 も1社 当 り50回線弱 となっている。

(308)

14,

48.
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(2)コ ンピュータ運用経費指標の企業規模別水準

月間経費別月商比と年商規模の間,従 業員1人 当 り経

費 と従 業 員数 別 規 模 の 間 に は,

る。(表 一3,表 一4)

明らかな相関 関 係 が あ

表一3年 商規模 別 ・月間経費対 月商比

年商規模

○

億

円

未

満

一 三 五 一

〇

〇
～
三

〇

〇

〇

～

一

〇

〇

〇

～

五

〇

〇

～

三

〇

一
、

○
○

○

～
三

、

O
O

O

五

〇
〇

～

一
、

○

O

O

三

〇

〇
～
五

〇

〇

〇
〇
〇
～
五
、

○
○
〇

五
、

O

O

O

以

上

総

平

均

社 数

平均比

159

1715.54457.96

1000

9

359.12

15

133.34

48

7.66

39

5.54

40

6.05

5727

4,093.59

30289

1,662.90

表一4従 業 員数規模 別 ・従業 員1人 当 り月間経費

一 一 三 五 二 三 五 ;
総

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
、

O ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

従業員規模 ～ ～ ～ ～ ～ 」
○

平
人 三 五 二 三 五 Q ○

未 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 以
○ ○ ○ ○

満 ○ ○ O ○ ○ ○ 上 均

社 数 18 28 30 52 121 66 46 39 413

平 均 千 円 431.1 207.4 108.3 56.3 24.1 17.1 16.3 14.7 18.8

52-ROO6

オンラインシステム振興に関す

る基本意見調査報告書

1.本 報 告書 の趣 旨

オンラ・fン・システムをとりまく環境なり条件な りは

急速に変化している。超LSIの 開発やメモリの低廉化

などを初めとする技術の進歩があ り,ネ ットワーク ・パ

ターンが高度化され,産 業構造改革の要因またはメディ

ア としてのオンラ・fン化問題がある。

このためわが国におけるオンラ・fン・システムを推進

振興するための諸施策 も全面的に見直す必要があると考

え られ る。

この た め に は ど こに問 題 が あ る か を明 確 に してお かな

けれ ば な らな い。 そ の た め今 回,第 一二に オ ン ラ イ ン ・シ

ス テ ム全 般 に わ た る問題 を洗 い上 げ るた め広 く現 オ ン ラ

イ ン ・ユ ー ザ の 意 見 を聞 くこ とに した。 ま た第 二 に,オ

ン ラ イ ン ・シス テ ムの 回 線 利 用制 度 に つ い て特 に経 験 の

深 い実 務 家 に よ り関 連 問 題 を改 あ て討 議 す る こ と と し

た。

本報告書は上記2段 階の調査,討 議の結果をまとめた

ものであり,次 の段階で実施 される予定の,オ ンライン

・システム振興施策検討の土台,背 景 となる もの で あ

る。なお,本 調査実施のひとつの契機 となった,米 国に

おける通信政策動向(回 線共同使用 ・再販売自由化,第

一25一
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二 次 コ ン ピ ュー タ ・イ ン ク ワイ ア リ)関 係 解 説 が 付載 さ

れ て い る。

2.オ ンライ ン ・シス テム振 興 をめ ぐる全般 的

問題 点調 査結果

現在オンラ/ン ・システムを運営する主要174企 業(公

機関を含む)に 対 し下記10項 目に対する問題の有無,問

題の内容,意 見,要 望を質問し詳細な回答を得た。

①ハー ドウエア ⑥ コンピュータ ・メーカ

②ソフトウエア ⑦情報処理サービス業

③通信関係 ⑧ソフ トウエア業

④回線提供条件 ⑨情報処理振興施策

⑤情報化基盤 ⑩その他

この種の調査で,問 題あ りとする回答率が20～30%を

超える事項は要注意項目と考えられるが,上 記10項 目の

うち1順序不同ではあるが次の3項 目が要注意問題項目で

ある。

(1)ハ ー ドウエアの端末機に問題あり

問題あり:回 答率59.8%

内容例 価格,互 換性等

(2)通 信関係の回線料金水準に問題あり

問題あ り:回 答率62.7%

内容例 値上理由なし,設 備費が高過 ぎ

る等

(3)回 線提供条件に問題あり

問題あ り:回 答率(共 同使用:51.3%,他 人使用:

45.0%,接 続制限:48.7%,メ

ッセージ通信:46,2%)

内容例 制限不当または不明,個 別認可

理由不明等

3.回 線 利 用制 度関 連問題 点討 議結 果

(1)通 信処理 と情報処理

(両者の定義ののち)現 行法を前提 とするとき,通 信

処理を主目的とするオンライン ・システムは(純 社内シ

ステムを除き)メ ッセージ通信禁則に抵触。ただし,討

議者は現行メッセージ通信禁則自体に不賛成。

(2)回 線使用条件

共同使用の場合少な くとも業務関係に倉庫業,運 輸業

を加えるべ きだとする。他人使用の場合少な くとも複数

端末一電算機接続規定を外すべ きだとする。接続制限は

少な くとも基準認可方式に改変すべ きだとする。メッセ

ージ通信につきメール ・ボックス方式などによる実情の

歪みを指摘。

(3)キ ャリヤの守備範囲

全国システム,公 共システムを除きキャリヤの設備提

供サービス兼営に問題あ りとする。

その他新符号 ・帯域品目分離に疑問あ りとし,料 金に

関 し原価主義原理確認の必要 と,料 金改定手続是正の必

要が論ぜられている。

52-ROO8

マ イク ロ ・=1ン ピ ューー夕の養鶏

お よび 鶏 卵管 理 シス テム へ の応

用 に関 す る 調査 研究

1.マ イ クロ ・コン ピュー タの応用 研究 の経 過

現在マイクロ・コンピュータの応用に関する調査研究

が盛んに行われ,そ の結果産業のみな らず,一 般国民の

生活分野にまで深 く浸透 してきてお り,い まやマイクロ

・コンピュータは技術革新の 「核」 として本格的な普及

拡大期に入 ったということができよう。

当協会においては,昭 和50年 度事業でマ/ク ロ・プロ

セッサの基礎および制御への応用の指針書を作成 し,引

続 き51年度事業では,機 械工業におけるマイクロ・プロ

セッサの応用手引書を作成 した。

本年度は,マ イクロ・コンピュータの応用普及の底辺

を広める意味から,そ の応用普及が比較的遅れている農

業関係分野,特 に養鶏業の実態にかんがみ,早 急に解決

が要望 されている養鶏 ・鶏卵の管理システムについて具

体的に調査研究することとした。

2.調 査 研究 項 目お よび範 囲

(1)養 鶏管理システム

このシステムは畜産試験場等の鶏舎内における給飼,

給水,点 燈 通風等の環境制御 と産卵時刻の自動記録を
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ねらいとしてその可能性を研究 したものである。

(2)鶏 卵管理システム

このシステムは近 く鶏卵の取引形態が全国的に改善さ

れることになっているので,鶏 卵集荷場における鶏卵取

引の規格別計数管理を更に正確,迅 速に行 うこ とに よ

り,そ の合理化を図ることをね らいとした ものである。

3・ シス テムの内容 お よび評価

(1)養 鶏管理システム

ここでは設計の基本的な方針を述べている。環境制御

や産卵時刻の記録などを人力により正確に行 うには限界

がある。その点,マ イクロ・コンピュータ ・システムは

比較的低価格で種々の機能を兼ね備えることができ,ま

た機能の変更や拡充 も容易なので制御の省力化および高

信頼化にとって最 も合理的なシステムであるといえる。

しかし,温 度制御については鶏舎内外の温度差を検出し

て換気による制御を行っているが,土 地や季節によ り最

適換気条件を見出すのに困難を生ずるおそれがある。産

卵時刻の自動記録装置には検出センサーが使 わ れ信 頼

性,経 済性,使 用環境などを考慮して放卵によ り回転す

る検出金網 とその回転を検出するマイクロ・スイッチに

よるものを用いている。現在のところ信頼性,経 済性,

手入れのし易 さなどの点で完全なものは見当らず,さ ら

に検討を要する点の一つである。今後,よ り具体的な条

件のもとに実用性の検討 を行 う必要がある。システムの

操作は比較的簡単でコンピュータの素人で も十分に使い

こなすことができる。

(2)鶏 卵管理 システム

このシステムは長期にわたり生産者別,サ イズ別入荷

量が記録 され,必 要に応 じて各種の統計結果が出力 され

るので,養 鶏農家の指導にとって も極めて有効であ り,

また明確化による取引で関係者間の信頼関係,人 間関係

の改善とい うメリットが大 きい。またサイズ別個数を入

力するのに既製の選別機計量センサーと連結 させる必要

があ り,こ の点の検討を十分行 う必要がある。また今後

G.P.C(集 荷センター)な どの取引関係者 ・選別機メ

ーカなどの技術関係者 とさらに意見の交換を重ね設計の

細部仕様について煮詰めれば,技 術的ならびに経済的に

も十分実用性のあるシステムであると考えられる。これ

らの シス テ ム は マ イ ク ロ ・コン ピュー タを応 用 し調 査 項

目を満 た す に十 分 で あ る。

4.養 鶏 お よび鶏卵 管理 シス テムの将来

養鶏管理システムは,鶏 舎内における環境制御 と産卵

時刻の自動記録装置システムとして将来のナこめに大 きな

指針 となろ う。

鶏卵管理システムについては,こ の研究を更に拡大し

て,秤 の部分等を改良し性能的にわが国の鶏卵取引の実

態に即 した格安な洗卵選別機が製造 されることを期待し

てやまない。

52-SOO1

分散型 リソース処理技術の研究

開発

当協会は情報処理技術の一環 として,昭 和52年度よ り

3カ 年計画で 「分散型 リソース処理技術の研究開発」に

着手 している。コンピュータ利用の高度化 ・複雑化に伴

いリソース(ハ ー ドウエア,ソ フトウエア,デ ータ ・ベ

ース等)を 集中して処理することはほぼ限界に達 してき

ている。

今日ではコンピュータ・ネットワーク等の分散処理シ

ステムの出現によって大量データや複雑な処理が可能に

なった反面,異 機種に分散 しているリソース を効 率 よ

く,か つ容易に利用するための技術が必要 となった。 こ

の問題を解決するには,シ ステムのリソース全体を総合

的にとらえる必要がある。 これまでコンピュータ ・ネッ

トワークを中心とした新 しいアーキテクチャが開発側あ

るいは通信側主導型で進められてきたのに対 して,本 研

究開発では利用者の立場から容易な利用形態を第一義に

考えた処理技術の研究開発を目標 としている。また,わ

が国の情報処理においては,特 に日本語情報処理のため
、

の デー タ ・ベ ー ス や低 価 格 で操 作 性 に優 れ た 日本 語 端 末

の 開発 が必 要 で あ る。

当協 会 で はす で に コン ビ=一 ータ ・ネ ッ トワー クJIP

NETを 有 し,日 本 語 情 報 処 理 に お い て も過 去4年 間 に

わ た る研 究 開 発 を行 って お り,こ れ らの ノ ウハ ウ を結 集

した の が この分 散 処 理 に お け る リソ ー ス統 合 に 関 す る研

究 開発 プ ロジ ェク トで あ る。
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昭和52年 度 は,1)分 散 処 理,2)分 散 処 理 にお け る

デー タ共 有 方 式,3)オ ン ラ/ン[本 語情 報処 理 の基 本

条 件 お よ び 日本 語 端 末 の モ デル,の3項 目 に つ い て それ

ぞ れ技 術 検 討 を行 っ た。1)で は,ま ず 分 散 処 理 の 出現

の 背景 を検 討 し,コ ン ビ。ユー タ ・ネ ッ トワー ク 利 用 者

(分 散 処 理 シス テ ム関係 者)の 分 類 を行 っ て,利 用 者 の

視 点 の 重 要 性 を認識 す るに至 った。 さ らに,コ ン ピュー

タ ・ネ ッ ト ワー クで共 有 され る リソ ー ス を検 討 し,デ ー

タ が特 に重 要 な リソ ー ス で あ る と結 論 し た。2)で は

DBMS(デ ーータ ・ベ ー ス管 理 シ ス テ ム)と デ・一ータ(ベ ー

ス)モ デル に つ い て検 討 し,コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー

ク技 術 とデー タ ・ベ ー ス技 術 を有 効 に組 み合 わ せ て 実現

して い る分 散 型 デ ー タベ ー ス につ いて,実 例 を 中 心 に検

討 した。 さ らに,コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク上 の リソ

ー ス を統 合 管 理 す る た めのNCC(ネ ッ トワー ク ・ク リ

ア リン グ ・セ ン ター)に つ い て は,DD/D(デ ー タ ・

デ ィク シ ョナ リ/デ ィレ ク ト リ)的 ア プ ロー チ の検 討 を

行 った。 ま た,異 機 種 か らな る コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ

ー クの 利用 者 が
,ま ず 直 面 す る ジ ・ブ制 御 言 語 の 多様 性

の 問題 を解 決 す る た めに標 準 ジ ョブ制 御 言 語 シ ス テ ム を

開 発 した。 これ らの 検 討 に 基 づ い てJIPNET上 の リソ ー

ス統 合 シ ス テ ム として 異 種 のDBMSか らな る分 散 型 デ

ー タ ・ベ ー ス の 検 討 を行 った
。3)で は,日 本 語 情 報 処

理 技 術 の 現 状 と して,漢 字入 出力 装 置 の調 査 分 析 と適 用

分 野 の 事 例 調 査 を行 った。 ま た,特 に オ ン ラ イ ン処 理 と

い う観 点 か ら も漢 字入 出 力 装置 の現 状 分 析 を 行 う と 共

に,日 本 語 情 報 処 理 に応 用 され る関 連 技 術 につ い て その

動 向 を調 査 した。 これ ら現 状 調 査 か ら日本 語 情 報 処 理 全

般 の問 題 点 と入 出 力 に 関 す る問題 点 につ いて 検 討 した 上

で,特 に コ ン ピ ュー タ端 末 と して の 日本 語 情 報 処 理 に 視

点 を あ て た 日本 語端 末 の モデ ル の構 築 を 目指 して,そ の

入 出力 構 成 と処 理 機 能 に つ い て検 討 した。

53年 度 は前 年 度 の 検 討 結 果 に 基 づ い て,リ ソ ー ス統 合

シス テ ムの モ デ ルの 作 成 を行 い,異 種 のDBMSか らな る

分 散 型 デー タ ・ベ ー スに お け る統 一 モ デ ル とそれ に 対 す

る共 通 問 い合 わ せ 言 語 の作 成,NCCの 構 成 を 確 立 す

る。 ま た,日 本 語 情 報 処 理 に お い て は,日 本 語 端 末 の モ

デ ル設 計 を行 う。

52-EOOI

アメリカにおける情報処理要員

の実態調査

情 報 処 理 研 修 セ ン ター で は,毎 年,欧 米 に お け る情報

処 理 要 員等 の教 育 実 態 調 査 を実 施 して い るが,52年 度 に

は,米 国 に お け るCAIの 動 向 を調 査 す るた め に斎 藤 信

男 氏(現 慶 応 義 塾 大 学 工 学 部 助 教授)を 団長 とす る調

査 団 を派 遣 した 。

調 査 は,昭 和52年5月15日 か ら約2週 間 に わ た って米

国各 地 で行 われ,そ の結 果 は報 告 書 とし て ま とめ られ た。

現 在,米 国 を は じ め,日 本 や 欧州 の大 学,学 校,職 業

訓 練 の 場 に お い て,学 習 カ リキ ュ ラ ムそ の もの を プ ログ

ラ ム化 し,計 算機 に組 み込 み,あ るい は ま た,そ う した

カ リキ ュ ラ ムを コ ン ピ ュー タに よ って実 行 ・管 理 す る個

別 指 導方 式 が研 究 ・開発 され て い る。 通 常,そ れ らは,

CAI(ComputerAssistedInstruction)と かCMI

(ComputerManagedInstruction)と 呼 ば れ て い るが,

今 回 の 調査 は,そ うい う教 育 シス テ ム を,シ ス テ ム ・サ

イ ドか らよ り も教 育 効果 とい う点 に比 重 をお く とい う意

図 を もって 行 わ れ た。 従 っ て,教 育 その もの に 計 算機 と

い う情 報処 理 シ ス テ ムを利 用 す る こ とに よ って考 え られ

る問題

●計 算 機 とい う機 械 だ け を相 手 に し て,本 当 に質 の よ

い教 育 が可 能 な の か

● も し可 能 で あ る とす れ ば,教 育 の い か な る場 面,い

か な る範 囲 で もっ と も有 効 で あ るの か

●ま た,そ の た めに 要 す る費 用 は,伝 統 的 な授 業 形 式

と比 べ て ど うな の か

等 の観 点 が調 査 の留 意 点 と され た 。 そ し て,具 体 的 に

は,TICCITとPLATOの 二 つ の 代 表 的 なCAIシ ス テ

ム,お よ び計 算 機 を利 用 した 特 色 の あ る教 育活 動 を実 施

して い る大 学 を は じ め とす る教 育 機 関 を訪 問先 と して選

ん だ。

TICCIT(Time-sharedInteractiveComputerControl.

1edInformationTelevision)は ミニ コ ンを用 い た小 規 模

な独 立 シス テ ムで,ブ リガ ム ・ヤ ング大 学 とMITRE社

に よ って 開発 され た。 現 在,同 大 学 や コ ミュ ニ テ ィ ・カ

レ ッジで 数 学 や英 語 の 個別 学習 用 に利 用 され て い る。 学

生 た ち は,テ レ ビ受 像機,特 殊 な制 御 ボ タ ンの つ いた タ
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イ プ ライ ター の キ ー ・ボ ー ド,ヘ ッ ドホ ンな どの端 末 を

操作 しな が ら,そ の学 科 の 一 定 の 教 科 内 容 を こな して い

く。 しか し,伝 統 的 な 講 義 コー ス と比 較 して,履 習 した

学 生 の成 績 の 面 で も,教 育 コス トに して も,TICCITの

方 が 優 れ て い る と は現 時点 で は い え な い よ うで あ る。 将

来,ケ ー ブル ・テ レ ビ ジ ョンが発 達 し,理 想 的 な コ ミ ュ

ニケ ー シ ョン ・シ ス テ ムが確 立 されれ ば,低 価 格 で,非

常 に大 きな教 育 資源 に ア ク セ ス で きる よ うにな ろ うと予

測 され て い る。

一 方
,PLATO(ProgrammedLogicforAutomatic

TeachingOperation)は,何 千 台 とい う遠 隔 地 に お か れ

た端 末 を有 す る大 型 計 算 機 を利用 した シス テ ムで,イ リ

ノ ・f大学 を中 心 に 開 発 され た。 現 在,実 験 的 に,イ リノ

イ大 学 周 辺 の コ ミュ ニテ ィ ・カ レ ッジ,成 年 者 向 け訓 練

セ ン ター,小 学 校 な どに端 末 が設 置 され て い る。

PLATOはTUTORと い う教 材 作成 用 言 語 を もち,教

師 の 自由 な発 想 に よ って 教材 が 開 発 され て お り,教 科

は,小 学 生 の た めの 算数,読 み方 か らカ レ ッジ ・レベ ル

の 会 計 学,化 学,生 物 学,英 語,数 学 に及 ん で い る。

学 習 の成 果 に つ い て は,伝 統 的 な コ ー ドと較 べ て 遜 色

はな い よ うで あ る。 ただ し,端 末 の 使 用 料 は相 当 高 く,

この コス トの 問 題 が 解 決 され な い 限 り,学 校 教 育 の現 場

で採 用 し,維 持 す る こ とは難 しい よ うで あ る。

52-EOO2～4

上級情報処理技術者育成指針

(第1部 ～第3部)

1.改 訂 のね らい

当協会では,昭 和43年以来,6年 にわたり,情 報処理

育成事業の一環 として,初 級,中 級,上 級の 「情報処理

技術者育成指針」を作成してきた。 この うち上級情報技

術者育成のための指針については,情 報処理技術の著 し

い進展により,全 般的な見直 しが必要となってきた。

このため 「上級情報処理技術者育成指針委員会」(委

員長松田武彦 東京工業大学教授)を 設 け昭和51年 度よ

り3カ 年計画で,こ れまでに作成 した初級,中 級,両 指

針 との関連を考慮 し,同 時に,現 在および今後数年間に

想定 される環境にも調和で きるよ うにとの考え方に もと

ついて 「上級情報処理技術者育成指針」(以 下 「本育成

指 針 」 とす る。)の 改 訂 作 業 を進 めて きた が,こ れ が 一

部 完 成 の 運 び とな った。

本 年度 にお い て は 「上 級 情 報 処 理 技 術 者 育成 指 針 」 全

5分 冊 の うち,各 論 第1部 「組織 シ ス テ ムの 分 析 」,第

2部 「シス テ ム開 発 の 背 景」,第3部 「コ ン ピ ュー タ お

よび 情 報処 理 技術 」 で あ り,次 年度 に お い て,第4部

「情 報 シ ス テ ムの 開発 」 お よび 「総 論 」 を完 成 させ る予

定 で あ る。 本 育成 指 針 は個 々の 企 業 内や,一 般 の 企 業 人

向 け教 育機 関 な ど にお い て,さ ま ざ まな 形 で 行 われ て い

る上 級 情 報処 理 技 術 者 の 教 育 に 対 して,標 準 的 な カ リキ

ュラ ム を示 し,情 報 処 理 技 術 者 の 養成 を 効 果 的 に推 進 す

る こ とを そ の ね らい と して い る。

2.上 級 育 成 指 針 の 目 標

この 育成 指 針 に示 され た カ リキ ュ ラム に よ って,教 育

を 受 け る こ とが想 定 され る者(イ ン プ ッ ト)と そ の教 育

を受 け た者(ア ウ トプ ッ ト)に つ いて は,次 の よ うな水

準 を考 え て い る。 す な わ ち,イ ン プ ッ トで は情 報 処 理 技

術 者 試 験 の 「特 種 」 ま た は 「第1種 」 合 格 者 と同程 度 の

知 識 ・技 術 を備 え,相 当 程度 の実 務 経 験 を持 つ 者 で あ

り,ア ウ トプ ッ トで は シ ス テ ムエ ンジ ニ アや プ ログ ロマ

な どの グル ー プ リー ダ と して,あ る い は情 報 処 理 部 門 の

管 理者 の ア シ ス タ ン トと して ま た管 理 者 と して活 躍 で き

る者 で あ り,そ の よ うな 人 材 を養成 す る こ とを 目標 と し

て い る。

3.内 容

本 育 成 指 針 の 基 本 的 な 内容 は,1972年 に 発 表 され た米

国計 算 機 学 会(ACM)のCurriculumRecommend-

ationsforGraduateProfessionalProgromsinInform_

otionSystems(Comm.ofACM,Vol .15)を,い ろ

い ろ な面 で 参考 に し,作 成 す る こ と とな う た。 これ は,

この カ リキ ュ ラ ムが 前述 の よ うな指 針 改 訂 の ね らいや 教

育対 象者 の位 置 づ け に対 して,多 くの点 で利 用 しや す い

内容 を持 っ て い る か らで あ る。 た だ し,こ れ は米 国 の大

学 院 向 け標 準 カ リキ ュ ラ ム であ るの で,本 育 成 指 針 で

はJ米 国 と 日本 の風 土 の差 異,学 校 教 育 と企 業 教 育 と

の 差 異,イ ン プ ッ トとア ウ トプ ッ トの 差 異 に つ い て も十

分 に留 意 し,必 要 に応 じて 内容 の 修正,追 加,削 除 な ど

を行 う一 方,中 級 指 針 との 間 の い わ ゆ る 「す り合 わせ 」

作 業 につ いて も考 慮 し作 成 した。
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奨励金8件,報 奨金4件

第7回 研究奨励金 ・報奨金交付対象決 まる

当協会 では情報処理 の高度化 および適用分野の拡大に寄与す ることを 目的 として昭和45年 以

来,研 究奨励金及 び報奨金の交付 を行 っ て き ナこ。 このほ ど第7回 研 究奨励金 交付対 象が決 ま

り,さ る6月20日 交付式が行われた。今回交付の対象 とな った研 究 とシステムは次 の とお りで

ある。な お奨励金(各100万 円)は 企業,大 学,研 究機関,団 体等 におけ る,実 用性 の高 い研

究 に対 して,ま た報奨金(各20万 円)は 企業等において開発 され,現 在稼動 中の情報処理 シス

テムに対 して交付 され る。(共 同研究著名省略)

「地方自治体の対話型計画策定用多元アク セ ス

方式計画情報作成システムの開発研究」

研究責任者 東京工業大学工学部教授

石 原 舜 介

地方自治体で策定 される地域の計画は住民が主体で作

成 されるべきであり,住 民主体の計画策定過程では計画

担当部局を中心に様々な立場の住民 と行政体内の各部内

の各部局がいわば卓を囲んで,地 域の望ましい将来像 と

達成の為の政策体系を議題にして,各 策定参画者の もつ

多彩な計画案に対応する将来予測値を始めとする十分な

量の客観的な計画情報を基礎 とした合理的な討議から最

終案を煮詰める対話型の策定方式の採用が不 可 欠 で あ

る。

従来の策定過程では計画情報の作成は主に手作業で行

い,多 くの部局の分担する政策手段の間の整合性 も体系

的には調整 されず,対 話型の策定過程 と直結 して多数の

計画案に対応する計画情報を用意することが不可能に近

く,対 話型策定の障害 となっていナこ。

そこで本研究は対話型の計画策定に必須の策定参画者

の多様な計画案を各者の端末機から入力すればそれの も

っ将来の地域への影響予測が即時的にでき,参 画者に端

末機を通 じて応答 し合理的対話を支援する,多 元アクセ

ス方式の計画情報作成システム*を 開発 し地方自治体で

利用 される計画技術の革新の一助 としようとするもので

ある。本システムの中核となる地域予測シミュレータは

東工大グループによって既開発の県 レベルのシミュレー

タ を改 良 し,主 と して シ ミュ レー タへ の計 画 案 の 投 入 方

式,計 画 情 報 の 出 力方 式,多 方 向 ア ク セ ス の処 理 方 式 な

ど ソ フ トウエ ア面 で の新 た な シ ス テ ム開 発 を行 い,住 民

や 電 算機 シ ス テ ムに馴 染 の薄 い行 政 担 当 者 に も理 解 し操

作 し易 い シ ス テ ムを作 成 し,実 際 に計 画 策 定 過 程 で の 利

用 を試 み る。

*MAPIS(MultiAccessPlanningInformation

System)

「プログラム実行解析システムの作成 と

その移 し換えに関する研究」

研究責任者 九州大学工学部教授

牛 島 和 夫

大規模ソフトウエアの信頼性を高めるためにその設計

や作成を援助する道具が,ソ フトウエア工学の研究成果

の一つ として,多 数生み出された。申には一般の(専 門

家でない)計 算機利用者が(中 小規模の)プ ログラムを

作成するために利用しても有用なものがたくさんある。

プログラムの実行解析 システムもその一つで,主 として

プログラムの各実行ステー トメントの実行回数等を計測

し,そ れをわか りやすい形式に煽集 して計算結果 ととも

に出力するものである。 このように単純な情報がプログ

ラムの診断や解析,改 善の資料 として有効なことを最初

に提唱したのはクヌース教授(ス タンフォー ド大)で あ

った。

我々は,FORTRANプ ログラムに対 して,こ のシステ

ムを,最初九大情報工学科のFACOM230-45Sの 上に
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実現 し(Fordapと 称する),学 生演習等で効用を確か

め,そ の後,九 大,東 大,名 大の各大型計算機センタ

ー等に移 し換えて一般利用者への普及を図 っ て い る。

COBOLプ ログラムに対しても同様なシステムを作成 し

(Coboldapと 称する),現 在,九 大,東 大の大型計算機

センターに提供 している。他の言語に対して も開発を計

画中である。

ソフ トウエアの作成 ・維持にかかる費用は増大する一

方であり,あ る計算機 システムの上で価値を認められた

プログラムが容易に他のシステム(新 開発機種等)に 移

し換えることができれば,そ の経済的効果は著るしいも

のがある。従って上記言語用の実行解析システムは当初

か ら複数機種への移 し換えを考慮 して設計 し,大 部分の

手続 きをそれぞれ当該の言語で記述 し移し換えを容易に

するよ う配慮 している。(上 記の各計算センターの機種

は全て異なっていることに注意。)と ころが,フ ァイル

処理やジョブ制御言語等基本ソフ トウエアに関わる部分

が計算機システムごとに大 きく異なっているのが現状で

あ り,移 し換えは必ずしも容易でない。可能な限 り統一

的な移 し換えの方法を確立することがこの研究のもう一

つの目的である。

「稼動中の機械 ・構造物の疲労損傷を実時間にて

現場 にて検出評価する軽量の実用装置の完成」

研究責任者 九州工業大学工学部教授

遠 藤 達 雄

研究の位置づけ:科 学技術庁では昨年 「日本の未来技

術の課題」について,そ の重要度,実 現可能な時期につ

いてアンケー ト調査を行い,そ の結果をまとめた,こ の

中に工業生産部門の第10位 に 「材料の疲労を非破壊検査

し残存寿命を推定するシステムが実現 される」 ことがあ

げられている。

今回の研究は上記課題に対 して直接寄与する実用研究

で,マ イクロ・コンピュータの特性を活用 して,従 来金

属の疲労被害ないし損傷の推定が最 も困難 とされている

機械 ・構造物の使用状態での残存寿命を(使 用材料の基

本的性質 を用いて)指 示する装置の具体的実現を目的と

する。

内容:諸 機械や飛行機車輌,鉄 橋などの構造物が時間

的に複雑に変化する荷重を受ける時,こ れ ら機械,構 造

物の残存寿命の推定を可能な らしめるためには,危 険部

位のひずみの複雑な波形をまず分解することが第一歩で

ある。 このために遠藤 らによって提案 された新 しいアル

ゴリズムすなわちRainflowMethodを 用いて波形の分

解を行い,つ いでこの情報に線型被害法則 と,ひ ずみ振

幅対破断繰返数の関係 とを組み合わせて,諸 機械や構造

物の疲労損傷を時々刻々に指示する装置を完成するもの

である。 この結果は残存寿命や破壊推定時期 も必要に応

じて指示 される。

波形の解析 と損傷,残 存寿命の評価にはマイクロ・コ

ンピュータの特色を活用する。すでに試作機において波

形の山と谷の時間間隔が約10-3秒 以上の波形に対 して完

全な処理が出来ることが判っているので,今 年度の研究

の中心を耐振性と耐候性および指示精度の向上におき,

軽量の実用装置の完成を実現する。

効果:本 装置は次の応用が期待される。

1.新 製品の試運転時に強度設計の妥当性を実機の使

用状態で確認で き,寿 命の期待値が数値的に得 られ

る。

2.す でに使用中の機器の各部ひずみの測定から,損

傷の進行状態を,使 用時間をもとに推定することが

できるようになる。 この結果,こ れまで許容応力を

基準 として来た強度設計を,寿 命を基準 とする耐用

期間,設 計へと転換するために必要な基礎データが

単純な形で設計室の資産 として集積できるようにな

る。

3.機 械が正規の使用状態で使用 されてい るか 否 か

を,監 視することができる。また,複 雑な負荷の も

とで使用 される機械の異常の発見にζ利用できる。

関連事項:上 記のRainflowAlgorithmは 単}こ金属の

疲労被害の解析のみな らず,ヒ ステ リシスを示す非線型
`

現象の解析に応用で きる場合がある。すなわち既存の複

雑な波形の解析法とことな り,波 形の山や谷の出現順序

とその大 きさだけを問題 とするこの新手法は,新 しい波

形解析の手法として利用 される可能性がある。
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「ハ イ レベ ル ・コン ピュータ ・ネ ッ トワー クと

ロー カル ・ネ ッ トワー クの接 続 に関 す る研 究」

研究責任者 電気通信大学電気通信学部教授

大 泉 充 郎

情報化社会において我々が情報のもたらす利益を享受

するためには,情 報の均一性 と特殊性,広 域 化 と局 所

化,公 開と非公開,集 中と分散な どの調和を計 った大規

模情報網を建設する必要があり,コ ンピュータ ・コミュ

ニケーション・ネットワーク(CCN)は このような社

会的要請を実現するために計算機システムの処理能力の

分散と情報の多様性に着 〔した有効な一方法である。

本研究では広域情報網 として開発 されている電電公社

新データ網(DDX)や 大学間ネットワーク(N1)な

どの高位CCNと 情報の発生源 となる低位(ロ ーカル)

CCNと の接続をおこない,特 定のネ ットワークとの接

続を前提としない異種ネットワーク間の接続方式,通 信

規約の整合,資 源分散方式な どの諸問題を明らかにし実

用化を計 る。低位CCNに 接続された実験装置等から発

生する数値データは網の保有する情報資源を飛躍的に増

大 させ,実 用性の高い数値データベースを各地に分散 さ

せることが可能 となる。

電気通信大学では昭和50年 から学内の ミニコン,マ/

クロコンを中心 としたインハウス(学 内)ネ ットワーク

(仮称D-・net)が 検討 され,昭 和51年 には研究体制 も

整い,網 制御装置の開発及び接続試験,ネ ットワーク志

向型QSの 開発,各 種プロトコル仕様検討,異 種ネット

ワーク間の接続方式等の研究がお こなわれ,今 年度 はN

1やDDXと の接続を お こな いリモートジョブエント

リ,タ イムシェアリングシステムの多重利用の研究 をお

こな う。

我々の研究は大規模情報網への参加を計画中の他機関

のためのモデルケースであると共に,将 来の計算機利用

の普及 と高度利用に役立つ。

「計算機出力装置としての超小形音声応答装置

の開発」

研究責任者 明治大学工学部教授

小 川 康 男

本研究は,発 語障害の子供達が利用できる"話す機械"

の開発研究に基づいている。 この開発研究は,軽 量で,

自由に携帯可能なサイズの音声合成機を実現することを

目標に進められたが,昨 年ようや くその目的をほぼ達成

し得た。(外 形寸法:30(m(D)×25cm(W)×15(m(H))

この試作機は,ア ナログ及びディジタル集積回路の もつ

それぞれの特徴をできる限り活用 して構成 されナこ経済的

な音声合成機である。

また,マ イクロ・コンピュータを導入して,複 雑な合

成回路の制御をソフトウエアで実現 し,ハ ードウエアの

簡素化 もはかっている。'このため,小 形軽量化のほか,

操作方法 も容易であり,例 えばアクセントもほぼ自動的

に与 えられる。

音声合成の方式は,共 振回路を組み合せた,い わゆる

ター ミナムァナログ形に属し,任 意の文章 を自由に合成

することができる。また,こ の合成方式は,音 声のスペ

クトル分布だけでな く,音 声波形の性質に も着目して,

肉声に近い音波 となるよう新 しい合成手法 を導入 してい

るのが特徴であ り,従 来の合成法に大幅な改良を加えて

いる。

そこで,以 上の研究成果に基づ く新しい応用 として,

ミニコンあるいはマイコンのような小形の計算機の出力

装置 として利用することができる超小形の音声応答装置

の試作を進 めている。開発期間は約2カ 年を予定してお

り,研 究計画の概要は次のようである。

初年度は,音 質を改善するために,各 音韻の合成実験

を継続し,日 本語音節のほか英数字のような単語を合成

単位 とする実験 を重ねる。また,合 成回路の制御方式お

よび構成素子を改善し,小 形軽量化を大幅に進める。

以上の基礎研究 を基に,次 年度までに,超 小形音声応

答装置を完成する計画である。
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「電子光学系設計用プログラムの開発に関する

研究」

研究責任者 理化学研究所情報科学研究室

相 馬 嵩

近年,超LSI製 造の道具 として,電 子 ビーム露光装

置の開発が内外のコンピュータ ・メーカを中心に活発に

進められており,当 所においても新 しい露光方式(可 変

面積型露光方式)を 開発 した。 このような新方式の電子

光学系の設計においては,新 しい収差理論および,こ れ

に基づいた電子計算機による電子光学系設計システムの

開発が必要不可欠の ものとなっている。本研究において

は,電 子計算機による数式処理システムを用いて,新 し

い収差理論式の導出を行ない,こ れに基づいて電子光学

系CAD(Computer-AidedDesign)シ ステムの開発

を行い,前 述の電子 ビーム露光装置をはじめ,走 査型電

子顕微鏡,高 精度 ブラウン管あるいは,撮 像管などの電

子学系の設計に応用を試みる。

電子光学系のCADシ ステムは,各 社研究機関などで開

発,使 用しているが,一 般に公開 されているものは少な

い。また本研究におけるように,新 しい収差理論に基づ

いた電子光学系用のCADシ ステムは,内 外を問わず皆

無に等 しい。

当研究グループでは,昭 和43年 以来,高 精度 ブラウン

管(DD管)の 開発,MOL(移 動レンズ)概 念の導入

および,そ れに基づいた高分解能 ビデコンの研究など,

電子 ビーム集束偏向系の研究を行って来た。最近は超L

SI製 造に用いられる電子 ビーム露光装置の研究を行っ

ている。また理論的な研究 として,回 転不変系の収差理

論 を定式化 しMOL概 念の理論的基礎固めを行い同概念

が電子 ビーム集束偏向系の設計に有用なことを具体的に

示 した。 さらに数式処理システムを用いて回転不変系に

対する相対論的な一般収差公式の導出を行った。

本研究の進め方 としては,現 在までに蓄積された種々

のプログラム(電 磁界計算 プログラム,収 差計算 プログ

ラム,最 適化プログラム等)を もとに新しいプログラム

を開発しphそれらを統合 して,汎 用性ある電子光学系C

ADシ ステムを構築する。開発に際 し,プ ログラムの移

植性(portability)に も十分考慮をはらう。

「大型計算機による歯車装置のCADシ ステム

に関する研究」

研究責任者 東北大学工学部教授

戸 部 俊 美

最近の動力伝達用歯車装置はコス ト低減の見地から小

形軽量化が要求 される。そのため,歯 車は負荷容量の限

界に近い状態で使用されることが多 く,時 に重大な損傷

を生 じることさえある。 このような背景のもとに,新 し

い設計思想に基づ く信頼度の高い歯車装置の自動設計シ

ステムの開発が強 く要望 されている。

本研究においては,ま ず第一に,有 限要素法を用いた

円筒歯車の設計システムを確立 したい。歯の曲げ強 さに

ついては,2次 元有限要素法およびせん断変形を考慮 し

た板理論有限要素法を用い,平 歯車については歯すじ方

向誤差に起因す る荷重分布係数 とそれに及ぼすクラウニ

ング,歯 形修整の効果などを求 める。はすば歯車につい

ては,さ らにかみあい線に沿った荷重分布 とこれに及ぼ

すねじれ角の影響を明らかにする。また,こ れらの解析

過程で得 られた歯のばね剛さを用いて歯車一軸系の振動

解析を行い,動 的歯面荷重を決定する。歯面強 さについ

ては,有 限要素法を用いて弾性流体潤滑理論による圧力

分布,最 小油膜厚 さを求め,歯 面粗 さと関連 した評価方

式を明確にしたい。

第二に,破 壊力学に基づ く歯車設計の基礎的諸問題を検

討 し,き 裂発生後の残存寿命,許 容荷重などの問題につ

いて考察する。そのためには有限要素法による応力拡大

係数の計算,エ ネルギー密度理論による歯元 き裂の進展

に関する解析が重要な ものとなる。

第三に,汎 用円筒歯車装置について,前 述の強度設計

システムを用いて歯車の寸法諸元を定め,基 礎図面 を自

動製図する設大 システムを開発する。
、

「有限要素法による電磁界解析のための標準 プ

ログラムの開発」

研究責任者 岡山大学工学部教授

中 田 高 義

電気 ・電子工学の分野,例 えば,モ ーターやスピーカ

ーなどにおいて,そ れ らの特性を支配する根本は電磁界
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である。この,も っとも基本的な働 きをする磁界の様子

を詳 しく知るための解析手法 として,最 近,有 限要素法

が往日を集めている。

本法は,対 象領域の形状が複雑である場合とか,電 磁

界の急変する部分を含む領域を解析するような場合には

特に威力を発揮するが,電 子計算機のプログラムが極め

て複雑であって,誰 でも手軽にこの便利な方法を応用す

ることができないのが現状である。プログラムの作成が

むずかしい反面,一 度 これを作っておけば,単 にデータ

を変更するだけで,か な り広範囲に応用できる利点があ

る。

我々はこの点に着目し,有 限要素法を実用化するため

の標準的方法を確立するとともに,解 析対象に対応 した

標準的プログラムを開発することにした。また,有 限要

素法においては,入 力データが多いため,入 手によって

これを行 う場合には,労 力のみな らず入力 ミス も多 くな

るので,そ の自動化のためのプログラムの開 発 を試 み

る。 さらに,計 算結果がす ぐ使用できるように,出 力表

現方法の多様化を推進する。

このよ うにして,現 在はごく限 られた研究者の間でし

か利用 されていない有限要素法を,基 礎研究の分野の人

々だけでな く,設 計 ・開発のための日常的なシ ミュレー

シ ョン手法 として,誰 にで も手軽に駆使で きるよう改良

工夫 してゆく積 りである。

有限要素法は,圧 電素子 ・ケーブル ・電気集塵器など

の電界解析,電 磁石 ・変圧器 ・磁気浮上列車 ・核融合装

置などの電磁界計算な ど広範囲の応用分野が考 えられる

が,な かでも電子時計用のモーターなどのように,超 小

型で,電 磁界の実測が困難な ものや,従 来の方法ではマ

クロナ解析しかできなかったような ものに応用すれば,

種々の新しい知見が得 られるもの と期待される。

「㈱船橋東武 ・店舗総合情報 システム」

開発責任者 ㈱船橋東武社長室

浅 川 茂 雄

わが社は,舶橋市の計画による,国鉄舶橋駅北口の再開

発計画に伴 う百貨店の新規出店にあたり,効 率化店舗を

めざしてインラインリアルタイムシステムを導入 した。

従来,店 舗運営の中心である販売業務については,メ

力式 レジ ス ターやECR(電 子 式 レジ ス タ ー)が 使 わ

れ,販 売 管 理 に必 要 な 統 計 資 料 の 作 成 及 び,精 算 業 務 は

手 作 業 に よ っ て い るが,こ れ で は人 件 費 の 高 騰,情 報 量

の増 大,ア ク シ ョン迅 速 化 の 必 要 性 等 に 対応 で きな い。

ま た,ク レ ジ ッ ト販 売 に つ い て も,オ ー ソ ライ ぜ ー シ ョ

ン は電 話 問 い合 わ せ,台 帳 検 索 等人 手 に頼 る とい う方 法

で は量 的 拡 大 に対応 で きな い な ど,従 来 の方 法 で は経 営

ニ ーズ を実 現 す るの は 困 雑 で あ る。

この た めわ が 社 は店舗 業 務 をEDP化 に よ り 合 理 化

し,ま た 独 自の ク レ ジ ッ ト ・シ ス テ ムを開 発 し,新 し い

シ ョ ッピ ン グ形 態 を顧客 に提 供 す る事 を 目的 として,昭

和51年6月 よ り店舗 総合 情 報 シ ス テ ム の開 発 に着手 し,

昭 和52年10月 よ り稼 動 させ た。

本 シス テ ムは,FACOM3551Mを タ ー ミナル コ ン ト

ロー ラ と し,百 貨 店 の全 売 場 に はFACOM3557BP

OSタ ー ミナ ル約100台,テ ナ ン ト部 分 に はFACOM

3584Aク レ ジ ッ トター ミナ ル約100を 配 し,百 貨 店 一 店

舗 と して は世 界 最 大 級 規 模 で あ る。 これ に よ り商 品管 理

及 び販 売 管 理 用 情 報 は取 引 の 都 度 収集 され,統 計 資 料 は

各 事 務 所 に配 置 されt,FACOM3551Aデ ー タ コ レク

タ ー か ら,必 要 な時 に いつ で も作 表 で き る よ う に な っ

た。 ク レジ ッ ト ・シ ス テ ムに つ い て は,ク レジ ッ トカ ー

ドに磁 気 カ ー ドを使 用 し,各POSタ ー ミナ ル に全 て カ

ー ドリー ダ を接 続 し ま た
,同 店舗 内 の テ ナ ン トに も全 店

に ク レジ ッ ト専 用 タ ー ミナル を配 置 す る事 に よ り,オ ー

ソ ラ イ ゼ ー シ ョンの 自動 化 を果 た して い る。

本 シ ス テ ム は,昭 和53年 秋 に マ ー チ ャン ダ/ジ ン グ シ

ス テ ムの 導 入,ま た,昭 和54年 に は,店 舗 間 オ ン ラ/ン

の 着 手 等,機 能 の充 実 を計 って ゆ く予 定 で あ る。

「新幹線電気試験車の情報処理 システムの開発」

開発責任者 日本国有鉄道新幹線総局情報管理室

佐々木 敬

新幹線では,電 気運転の安全を確保するため,通 常1

週間から10日に1回 の頻度で,電 気軌道総合試験車が全

線にわtcっ て210㎞/Hの 高速で遠行しながら,電 気設

備の状態診断ならびに動的機能の検測を行っている。

本システムは,こ のようにして得られた膨大なデータ

を,電 子計算機を利用 して迅速正確に処理 し,対 象単位
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別に時系列的に蓄積 したデータを数値解析することによ

り,設 備の保全管理に必要な情報をタイムリーに提供す

ることを目標として,SMIS(新 幹線情報管理システ

ム)の サブシステムとして開発を行ってきたもので,そ

の主な ものは,

トロリ線摩耗検測データ処理システム

信号保安設備検測データ処理システム

列車無線移動局検測データ処理システム

である。

これにより,新 幹線の電力 ・信号 ・通信設備に関する動

的特性が,シ ステムとしての保全情報 として得 られ,且

つ必要に応 じて随時 とり出す ことがで き,ひ いては最適

規模の保全計画の策定および設備の改良設計等について

の情報をも得ることがで きるので,経 営の向上に貢献す

ることは多大であると期待される。

「宇宙開発事業団"き く2号 、 追跡管制 システ

ム」

開発責任者 宇宙開発事業団追跡管制部

船 川 謙 司

昭和52年3月5日,わ が国で最初の静止衛星 「きく2

号」が誕生したが,こ の衛星の追跡管制に用いられたシ

ステムは,国 産化の方針のもとに開発 されたもので,衛

星の遠隔制御に必要なつぎの機能をもっている。

(1)衛 星の飛翔状態すなわち軌道,姿 勢,及 び衛星内

部の温度等の観測,解 析

(2)上 記に基づ く姿勢,軌 道等の制御計画の立案

(3)遠 隔制御の実施

本システムは各地の追跡管制所を経由して衛星と筑波

宇宙センターを結ぶ通信回線,筑 波宇宙センターに設置

した大容量データ処理施設から構成 されているが,そ の

特徴として

(1)静 止軌道投入のための作業は,ロ ケットの軌道誤

差,衛 星の状態等によ り大 巾に変化するので,限 られた

可視時間の間に極めてダイナミックな対処が必要である

ため,グ ラフィックディスプレイ装置による衛星状態の

解析等のマンマシンオペレーション機能が強化 されてい

る。

(2)信 頼度対策として,衛 星との通信手段の面では,

オンライン伝送系を地上局を含めて冗長系を持つよう構

成 し,ま たデータ処理のための大型計算機(FACOM

230-75)は デュープレックス方式を採用 している。

(3)フ ァ/ル データの保護対策 として,フ ァイリング

の二重化方式を採用し,ま た入出力機器障害によるシス

テム停止の防止対策がとられている。

本 システムは,「 きく2号 」の打.ヒ成功後現在まで衛

星の軌道,姿 勢の維持,ハ ウスキーピングに引 きつづき

使用 され,充 分な運用機能 と高い信頼度を評価 されてい

る。

また,こ のシステムは,宇 宙開発業事団と富士通㈱他多

数のメーカを含む共同研究により,中 高度衛星の追跡管

制システムを発展 させて開発 したもので,今 後 さらに衛

星の多様化高度化に対する発展が目標 とされている。

、

一35一



III(川H川MHIItll|1川1川n川 州MII【 川 川`llM川`1111i川 州 」1`,"・1、ll】/、]U!]1、`」tlME.nオ 」、[[:1川UIII川]``lUll・1111iEM川 」}`II川州'1川 州1川11[`IH[11川1川1川lIM川Ull川:IIIi/11川lI川MHIMIIMI」 川tl川1川 川Lltll川 州lNIt川 州1]}II|1|1川1川lt川UII|川 州`

・会 員 サ ロンi

住民福祉 との調和が課題

地方公共団体 の情報処理促進に携 って
〃/㌶

/㌘

貝柵 法人 地 方 自 治 情 報 セ ン タ ー

聴 上 田 基 之 資

タ ＼

/霧 ㌢

、勝 戦 灘 こ 診.撫

,

昨年は,地 方 自治法施行30周 年とい うことで,各 種の

記念行事が開催 されました。地方行政に携ったことのあ

る一人 として実に感慨深いものがあります。

地方自治 も,当 初の制度 ・組織づ くりの時代から次の

経済的発展の時代を経て,さ らに快適な社会生活を求め

る時代へ と推移 してきました。

この30年 を戦後の地方 自治における第1期 とすると,

本年からは次の新 しい時代の第1年 目を迎えたといえま

す。

「地方 自治情報センター」一一読者のうち何%の 方が

ご存知でしょうか。

地方公共団体におけるコンピュータの利用による行政

事務の近代化及びこれによる行政サービスの向上は,地

方公共団体の努力の成果 として着実な進展を続けてきま

したが,個 々の地方公共団体の努力のみでは必ず しも十

分な成果を期し難い面があ ります。すなわち,コ ンピュ

ータ利用は,極 めて技術的にわたる面 と,各 地方公共団

体を通 じて普遍的,共 通的である面 とを有していますか

ら個々に開発することは効率的でない場合があります。

これらを背景 として,昭 和44年 に自治省において 「地

方公共団体における電子計算機による情報処理体制の整

備確立」が重点施策の一つ として考 えられたことを契機

に,全 国地方公共団体の総意により昭和45年5月 「財団

法人地方自治情報センター」が設立されたのです。それ

以来,地 方公共団体のコンピュータ利用 を円滑に促進す

ることを任務とする専門機関 として活動を続け,本 年で

8才 の誕生日を迎えkと ころです。

当センターでは,地 方公共団体でのコンピュータ利用

の推進を図るため,種 々の事業を積極的に展開していま

す。その主なものは次のとおりです。

●研究開発の実施

地方公共団体における情報処理システムの研究開発及

びコンピュータの運営管理に関する調査 ・研究を行って

います。

●地方行財政のための情報処理システムの開発 と受託

コンピュータによる地方行政情報処理システムの開発

と希望する地方公共団体からの受託による情報の処理を

実施しています。

●国に対する改善要望

国と地方公共団体が相互に関連する情報処理業務につ

いて,技 術的 ・制度的に障害要因がある場合に,国 に対

する要望事項の取 りまとめ ・提出 ・実現の推進を図って

います。

●教育研修による要員等の養成

地方公共団体の職員を対象とした,コ ンピュータ利用

に関する研修や,コ ンピュータ要員の教育訓練を実施 し

ています。

●相談助言や技術的援助の実施

コンピュータ利用に関する相談助言や,技 術的援助及

び利用実態 ・既開発実施事例(シ ステムライブラリー)

の提供を実施 しています。

●普及広報活動の実施

地方公共団体でのコンピ ュータによる情報処理の普及

促進や,コ ンピュータ利用の認識 と理解を深 めるための

広報連絡に努めています。

●電算職員等の表彰
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i・ 会 員 サ ロ ンi

システムの開発やコンピュータの運用等に長年努力を

重ねてきた電算職員や,電 算利用優良市町村並びに優良

システムを開発 した人を表彰しております。

以上が当センターの事業のあらましです。

現在,地 方公共団体は,経 済安定成長下における住民

福祉生活の維持向上のため懸命の努力を重ねていますが

組織内部において も事務事業の見直 しと行政制度の改革

が叫ばれてお ります。 これらの刷新を進める上において

特にコンピュータの効率的な活用が真剣に要請 されてい

ることはご承知のとおりであります。 しか しなが ら,コ

ンピュータの利用については,そ の理論や技術の導入が

そのまま即効薬的に役立つ ものでな く,そ の基本的背景

として 「何のために,そ れをどう使い,ど う活用 してい

くか」 といった考 え方がしっか りしていな くてはならな

いのは当然であ ります。

地方公共団体でコンピュータが利用され始めてから18

年(昭 和35年 の大阪市が最初),い ろいろな点でコンピ

ュータ利用の便利 さが認識 され,地 方公共団体の人件費

の増加を抑制 し,多 様化する行政需要に対応するための

不可欠な手段 として,今 後 もますます普及するものと考

えられています。

自治省の調査によ りますと,別 表のとおり昭和52年4

月現在で,47都 道府県全部が,市 町村では全団体3,279

の78.6%に 当たる2,578団 体が何 らかの形でコンピュー

タを利用 してお ります。

地方公共団体における電子計算機利用団体数(単 位:団 体)

調査現在
日等

利用形態

団体区分

昭和52年4月1日 現在

導入団体 委託団体 計

都 道 府 県1・ ・1・147

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特 別 区 181・ 23

市 町 村 3431L827 2,170

小 計 361 1,832 2,193

期 利用団体1265 12・138・

計1626 L95212578
合 計16721L95312615

(自治大臣官房 情報管理宮室編 「昭和52年 度版地方自治 コ ンピ
ューター総覧」 か ら)

しかし,コ ンピュータの地方行政における実用化の歴

史は未だ浅 く,今 なおいわば育ち盛 りの技術であるため

利用の仕方について もまだ改善する余地があるように見

受けられます。

また,コ ンビ。ユータの地方行政での活用技術 も目下い

ろいろな経験が積まれつつある段階ですし,地 方行政に

おけるコンピュータの活用について適切な指導助言がで

きる豊富な経験者は少ないと思われますことから,お 互

いが先生とな り生徒 となって研鎖を積む,そ のための情

報交換の場の提供などを通 して情報処理を支援する当セ

ンターの役割は,将 来ますます重要になって くると思わ

れます。

地方行政事務処理の近代化は,住 民からも切実に要望

されておりますが,刷 新 ・改善のためには,従 来からの

慣行的処理態勢から思い切って発想を転換することが必

要であり,こ れを可能ならしめる大 きな原動力 となるも

のにコンピュータの新分野への導入 と活用があるのであ

ります。

私たちは,あ らためてコンピュータの機能と応用面を

深 く考え,適 用にあたって附随するさまざまな問題を解

決する具体的方策を推 し進めるなど,地 方公共団体の情

報処理の近代化 と振興にますます工夫 し努力を進めて参

りますが,効 率追求のみでな く,デ ータの保護や住民の

プライバシーをどう守 るかが最大の課題です し,こ れを

どう調和してコンピュータをよりよ く運用 していくかの

配慮 も致 さねばなりません。

その意味で も,JIPDECは もとより,情 報処理に携わ

る各層の賛助会員各位のご指導を心からお願いする次第

です。'

、

投 稿 歓 迎
、会員サロン

、は当協会の賛助会員になって

いただいている皆様がた,相互の交流の場です。

原稿の内容は自由です。会員各社の方々のご

投稿を歓迎いたします。原稿の長さは400字 詰

め原稿用紙7～8枚 です。掲載分にはお礼をさ

しあげます。
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情報処理研修センター研修講座のご案内

◆ マ イ ク ロ ・プ ロ セ ッ サ ・ コ ー ス

研修期間

研修時間

研 修 料

教科内容

ユアー イ ン テ ル社8080を 中心 と して一,

グ,イ ン ター フ ェー ス,

実 習,ソ フ トウエ ア 開発 支 援 シ ス テ ム,各 社 マ イ ク ロ

・コ ン ピ ュー タの特 徴,マ イ ク ロ ・コン ピ ュー タの 特

徴,マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タの今 後 の動 向

使 用教 材SDK80512Byte+TTY×2セ ッ ト,SDK80

1KByte十TTY,SDK80512Byte十CRT,SDK85256

Byte十TTY×2セ ッ ト,モ トロー ラ68001KByte十

TTY,ロ ジ ック ・ア ナ ラ イザHP1011A,PROMラ イ

ター,シ ン ク ロ ・ス コー プ

〔新 設 〕ORを 活 用 し た 市 場 調 査 と 販 売 促 進

の 実 際 コ ー ス

ーOR等 の科 学 的 手 法 を用 い た マ ーケ テ ィン グ事 例 一

研修期間

研修時間

研 修 料

8月21日(月)～8月29日(火)

(言†9日 「昌])

9:30～16:30

8万II」

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 概 論,ア ー キ テ ク チ

プ ロ グ ラ ミ ン

モ 三 夕 ・ プ ロ グ ラ ム の 解 読,

9月4日(月)～9月7日(木)

(計4日 間)

9:30～16:30

4万 円

講義題目(予 定)

○需要予測とシミュレーシ ョンの実際

○メッシュ分析によるマーケテ ィング

○金融業におけるマーケティングの実際

○自動車業界におけるマーケティングの実際

○公共事業におけるマーケティングの実際

○電機業界におけるマーケティングの実際

○流通業界におけるマーケティングの実際

○食品業界におけるマーケティングの実際

システ ム監査 の手法 とその活 用 コー ス

ー コンピュータ処理過程監査,コ ンピュータ活用監

査の方法を中心にした実務コースー

研修期間

研修時間

研 修 料

10月2口(月)～10月6日(金)

(計5日 間)

9:30～16:30

7万 円(含:実 習 費)

研 修 内 容(予 定)

○ シ ス テ ム監 査 の 背 景 と展 望

○シ ス テ ム監 査 の 手 法 を め ぐる最 近 の 動 向

○各 社 の汎 用 監 査 プ ログ ラ ムの 比 較評 価

○日本 エ ヌ ・シ ー ・ア ール(株)に お け るシ ス テ ム監

査 とそ の技 法

○各 種 監 査 プ ログ ラム の利 用 実 務 とITF法 の活 用

OAUDITAPEシ ス テ ム と演 習

OSTRATAの 紹 介 と演 習

○パ ネ ル討 論 会

効 果 的 な ソ フ トウ ェ ア 開 発 技 法 コ ー ス

ーIBM社 のIPT,Honeywell-Bull社 の ワー ニ ェ方

式,SP技 法 に ニ ュー ヨー ク州 立 大 学 で開 発 され た

SP用 プ ロ グ ラ ミング技 法 を加 味 した 技 法体 系 一

研修期間

研修時間

研 修 料

研修内容

ソ フ トウエ アの 信頼 性,

複 合 設計,

ログ ラ ミン グ とプ ログ ラ ミン グ ・ス タ イル,

理,開 発 支 援 ツ ー ル,チ ー ム ・オ ペ レー シ ョン,

トウエ ア の開 発 と運 用 な ど。

上記 研 修 講座 に関 す る お 申込 み,お 問合 せ は下 記 宛 に

お 願 い い た しま す。

〒105東 京 都 港 区浜 松 町2-4-1世 界 貿易 セ ン ター

ビル7階

(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

情 報 処 理研 修 セ ン ター教 務 課

電 話03(435)6513,6514
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10月ノ16日(月)～10月20日(金)

(計5日 間)

9:30～16:30

5万 円

序 論,ソ フ トウエ ア ・エ ンジ ニ ア リン グ,

トッ プ ダ ウ ン開 発,HIPO,

ワー ニ エ方 式 に よ る構 造 化 設 計,構 造 化 プ

開 発 管

ソ フ
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JIPDECだ よ
(ジ プ デ ッ ク)

り

◇昭和53年 度情報化週間懸賞募集始まる

情報化週間(主 催 ・情報化週間推進会議,協 力 ・当協

会)は 今年 も10月第1週 を中心として全国各地で多彩な

行事 ・催物が実施 されることになっているが,こ の情報

化週間にちなんで次の要領で作文 ・論文の懸賞募集が行

われている。

1、 募集の内容

「生活と情報化」及びこれに関するテーマを主題 とし

た感想,意 見,情 報化についての体験記など。

2.応 募の資格及び原稿枚数

作文(小 ・中学生対象)400字 詰め10枚程度

論文(高 校生以上,一 般)400守 詰め25枚程度

3、 応募の締め切 り

昭和53年8月10日(木)〔 当日消印有効〕

4.応 募の方法

次の事項を記入した表紙を添付 して下記あて郵送.

(1)応 募の種別… 「第2部 作文応募作」または 「第3

部論文応募作」

(2)作 文応募作には作文の題名,学 校の所在地,学 校

名 ・学年,氏 名(ふ りがな),年 令,住 所 を記入す

る。論文応募作には論文の題名,住 所,氏 名(ふ り

がな),年 令,職 業または学校 ・学科名 ・学年 を記

入する。

5.賞 状および賞品,表 彰の方法

次の賞状及び賞品を贈呈 し,10月2日(月)の 情報化

週間記念式典において通商産業大臣か ら表彰する。

作文…特選1編 通商産業大臣賞及び賞品

佳作数編 通商産業大臣賞及び賞品

(入選者の所属校には記念品を贈呈)

論文…特選1編 通商産業大臣賞及び賞金30万li」

佳作数編 通商産業大臣賞及び賞金5万 円

6.作 品の送付先および問合せ先

〒100東 京都千代田区霞が関1-3-1

通商産業省機械情報産業局情報処理振興課

電話(03)501-1511内 線3331～3

な お,第1部 の 標 語 の 募 集 は6月 末 で締 切 られ た。

◇'78生 活 と情 報 化 展(東 京 ・北 九 州)な ど

一 当 協 会 の 情 報 化 週 間 参 加 行 事 一

毎 年10月1日 を中 心 に 行 わ れ る情 報 化週 間 は今 年 で第

7回 目 を迎 え るが,当 協 会 は当 初 か ら各 種 の協 賛 行 事 を

開 催 して きた ほか,同 週 間 全 体 に 関 す る広 報 等 を行 って

い る。

本 年 度 の 情 報 化 週 間 に あ た って 当 協 会 で 主 催 ま た は共

催 に よ り実 施 予 定 の 行 事 は 次 の とお りで あ る。

●'78生 活 と情 報 化 展(仮 称)

9月28日(木)～10月3日(火)東 京 ・東 武 デパ ー ト

●'78生 活 と情 報 化 地 方 展 示 会(仮 称)

9月29日(金)～10月3日(火)九 州 市 西 日本総 合 展 示 場

●情 報 化 国際 講 演 討 論 会

10月4日(水)～5日(木)経 団 連 ホー ル

●講 演 と映画 の会

10月5日(木)札 幌市10月4日(水)富LI.1市

10月6日(金)松 山市10月5日(木)福 山市

10月2日(月)北 九 州 市

●中 学 生 コン ピ ュー タ教 室'

9月30日(土)～10月1日(日)福 岡県 教 育 セ ン タ ー

この ほ か高 校 生 向 け の ジ ュニ ア ・コン ピ ュー タ ・セ ミ

ナ ー,高 校 教 員 向 けの コン ピ ュー タ ・セ ミナ ー を開 催 す

る予 定 で あ る。

◇ 「貿易情報システム化の話」発行

当協会では 「総合貿易情報システム調査研究」の一環

として,こ のほど新書版209Ae－ ジの資料 「貿易情報シ

ステム化の話」をまとめ発行 した。 「貿易情報システム

の話」は,貿 易手続 きのシステム化についてその必要性

や海外における動向わが国における実例 ・将来の方向な

どをやさしく解説 したもので,貿 易 とい う実務分野 と情

報システムとが社会の中でどうかかわ り合いを持ってい

るかが浮彫 りにされている。

定価900円(賛 助会員750円)

頒布ご希望の方は当協会普及課あてはがきでお申し込

みいただ きたい。
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▲斎藤副会長(左)か ら交付を受ける各代表者

◇研究奨励金 ・報奨金交付式行わる

当協会では情報処理の高度化と適用分野の拡大をはか

るため社会的に貢献度の高い研究,ま たはシステムに対

し,研 究奨励金及び報奨金を交付しているが,こ のほど

第7回 目の交付対象が決まり,6月20日 機械振興会館で

交付式が行われた。

交付式には奨励金部門8件,報 奨金部門3件 の研究責

任者,開 発担当者の代表が出席 し,審 査経過の説明のあ

と当協会の斎藤副会長から奨励金,報 奨金がそれぞれ手

渡 されナこ。

なお,今 回交付の対象 となった研究,シ ステムの内容

は30ページ以降に紹介されている。

INFO`78参 加 と米 国情報処 理 実態 視 察団募集

◇10月15日 ～10月29日 ◇

当 協 会 で は,10月16日 か ら1gnま で シ カ ゴで 開 か れ

るINFO'78の 参 加 と米 国 情報 処 理 実態 視 察 団 の 団

員 を募 集 して お りま す。INFOは,情 報 管 理 農 と も

称 され る よ うに,ユ ーザ ・オ リエ ン テ ッ ドな情 報処 理

機 器 展 示会,会 議 で,米 国 は もちろ ん,世 界 で も屈 指

の ユ ニ ー クな/ベ ン トで す 。 本 視 察 団 で は,INFO

への参加後米国の先進的なユーザなどを訪問する他,

現地の著名な調査会社による特別セミナー も計画 して

お ります。

お問い合わせ,資 料の請求は下記まで。

⑭ 日本情報処理開発協会技術調査部調査課

電話03-434-8211内 線538

◎ マイコンセンター特別会員 ◎

当 協 会 は4月1日 を もって マ/ク ロ ・コ ン ピ ュー タ

の 普 及 促 進 と その 利 用 開 発 に つ い て 関係 業 界 の振 興 を

図 る た め マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ振 興 セ ン ター(略 称

MCC,マ イ コ ン セ ン タ ー)を 設 置 しま した。 マイ コ

ン セ ン タ ー は マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュ ー タの応 用 に 関 す る

振 興 助 成 の た め の事 業 委 託,事 業 成 果 の 利 用 ・利 用 研

究 会 へ の 参 加等 を 中心 とす る特 別 会 員 制 度 の 実 施,チ

ッ プ メー カ 関 連機 器 メ ー カ シ ス テ ム ハ ウ ス ユ ー

ザ の 間 に た ち広 い視 野 か ら各分 野 との 緊 密 な連 携 協 力

の うえに 魅 力 あ る交流 の 場 とし ま た新 し い産 業 集 団 と

して の シ ス テ ムハ ウス の相 互 啓 発 の場 を提 供 す る こ と

に して お ります が,こ れ らの 事 業 の 成 果 を たか め よ り

実務に結びついた ものとするため,広 く特別会員を募

集 してお りますのでぜひとも関係の皆様のご入会をお

すすめいたします。

会員には次のような特典があ ります。

① 事業成果の利用

② 利用研究会への参加

③ 調査,研 究,開 発活動への参加

年会費1口30,000円

入会に関するお問い合わせばマイクロコンピュータ振

興センターまで。

電 話(03)434-8211内 線453,455

一40一
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報告 書,映 画,ス ライ ドの ご案 内

◇52年 度事業報告書

欧米のデータベース ・サービスー海外調査員報告一

海外の情報産業

総合貿易情報システム調査報告書(VI)

国際情報ネットワークに関する調査研究報告 辞

オンラ・イン需要調査報告書

オンラインシステム振興に関する基本意見調査報告書

システム監査の現状 と問題点

一情報化社会の健全なルール確立をもとめて一一

マイクロコンピュ一夕の養鶏および

鶏卵管理システムの応用に関する調査研究

分散型 リソース処理技術の研究開発
'77情報化国際講演 ・討論会

貿易情報システム化の話

コンピュータ・セキュリティ関係資料要訳集

上級情報処理技術者育成指針(第1部 ～第3部)

分 類 番 号

52-ROOI

52-ROO2

52-ROO3

52-ROO4

52-ROO5

52--ROO6

52-ROO7

52-ROO8

52-SOOI

52-EOO2～EOO4

価 格

2,500円

未 定

1,600円*

3,500円*

1,800円

未 定

未定*

2,800円

6,500円

1,600円

900円

未 定

未 定 ※

映 画

, ●

|

ス ライ ド ・テキ ス ト

題 名 仕 様
頒 布 価 格

賛助会員 一 般

ザ'ン ピ ・-16%・ ・-27分
84,000円92,000円

コ ン ピ ュー タ とソ16%カ ラー26分86 ,000円94,000円フ トウ エ ア

考 え・企業16%・ ・-24∋ ・剛 ・円 ・4… 円

私 ・・ちの情=16%・ ・-25分11・&… 円11a… 円

聖 の健燐 め16%・ ・一・・分i116… 中2a… 円一

遍 ルギー と⇒16%・ ・一・・分11⑤ … 円1126… 円

了 空夢 ちとコ ン引16%・ ・-25分 ・τ… 円1・ 己… 円
コ ン ピ ュー タの あ16%カ ラー26分88 ,000円96,000円ゆ み

ス ラ イ ド 名

や さしい
FORTRAN

や さしい
COBOL

や さ しい コ ン ピ

ュー タ

私 ナこちの コ ン ピ

ュー タ

仕 様 形 式

トン

ル

ウ

ー

マ

ロ

プ一

付

テ

ト

講

ス

9
し
キ

全
な
テ

全6講 テP・プ

付
テ キ ス ト付

全3講 テープ
付

全4講 テープ

付

トン

ル

ウ

ー

マ

ロ

トン

ル

ウ

ー

マ

ロ

トン

ル

ウ

ー

マ

ロ

頒 布 価 格

一 般1賛助会員

46,000円41,000円

46,000円41,000円

50,000円

50,000円

46,000円

46,000円

　
55,000円`50,000円

45・000円140・OOO円

60,000円ISS,OOO円

55,000円45,000円

貸 出料:賛 助会 員,一 般 と も1日2,200円,2日 目以 降半 額

映画の頒布または貸出しご希望の方は当協会技術課

(434-8211内 線525)ま でご連絡 ください。

テ キ ス ト 名
頒 布 価 格

一 般 已 助会員

や ・ し・…RTRANl'1,… 円11,… 円

や ・ しい ・・B・Ll.… 円 700円

・H・利用 ガイ ド|③ … 円 2,400円

・H・駆16… 円1ぴ … 円

貸 出料:賛 助会 員,一 般 とも1,000円

上 記 報 告 書 お よ びス ラ/ド ・テ キス トの 頒 布 ま た は 閲 覧 ご希 望 の方 は 当協 会 普 及 課(434-8211内 線535)ま で ご

連 絡 くだ さい 。 な お,*印 の報 告 書 につ い て は,コ ン ピ ュー タ ・エ ー ジ社(581-5201)で も取 扱 って お ります 。 ※ 印

の報 告 書 は当 協 会 情 報 処理 研 修 セ ン タ ー教 務 課(435-6513,6514)ま で ご連 絡 くだ さい。
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!海 外 のコン ピュ_タ 関係の トピックスを紹介す る海外情 報 インデ ックスを毎 月1回 発行(無 料)し てお りますの ミ

iで,・ 希望の方は,当 協会調査課(434-8211内 線・38)ま で ・連絡 ・だ ・1・.1
、 、
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